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No 要望内容 

Ⅰ．「子育て・教育の未来都市」の実現に向けて（子育て・教育・学習 分野） 

１ 市民の結婚・出産の希望をかなえる支援 

１－１．市民の結婚・出産の希望をかなえる支援 

１）【結婚の希望をかなえる支援の充実】 

結婚を願う市民の希望をかなえるため、出会いの場の創出や、結婚・家庭観を育む教育の充実に努

めるとともに、とちぎ未来クラブ等との連携を強化し、市民の結婚の希望をかなえる支援を充実さ

せること。 

所管課： 子ども未来課，男女共同参画課 

【回答】 

・ 結婚の希望をかなえる支援の充実につきましては，平成３１（２０１９）年度において，結婚

観・家族観の醸成として，中学生向けに制作したＤＶＤの学校への配布などの情報発信の強化に

取り組んでまいります。 

・ また，出会いの場の創出として，引き続き，結婚を希望する男女への自己啓発セミナーや交流

会を実施するとともに，とちぎ未来クラブで結婚相談や情報提供を行っている結婚サポーターを

本市の事業にも活用するなど，県と連携を図りながら結婚の希望をかなえるための支援に取り組

んでまいります。 

２）【出産の希望をかなえる支援の充実】 

出産に係る費用負担の軽減に継続して取り組むとともに、子どもを授かりたい市民の希望に寄り添

うためにも人工授精や不妊治療等に対する経済的な支援の充実及び、民間事業主に対する不妊治療

に関する社会的な理解や就労上の配慮等の働きやすい環境整備に向けた啓蒙を行い、不妊治療を受

入れる社会的な意識の醸成に取り組み、経済的な理由や医学的な理由などによる市民の子どもを持

つ希望の実現にあらゆる面から対策を講ずること。 

所管課： 子ども家庭課 

【回答】 

・ 出産の希望をかなえる支援の充実につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引

き続き，妊産婦健康診査や妊産婦への医療費助成など，出産に係る費用負担の軽減に継続して取

り組むとともに，平成３０（２０１８）年４月に本市独自に助成額を拡充した特定不妊治療費に

つきまして，ホームページや広報紙による幅広い周知や，医療機関の窓口へのリーフレット配置

により，支援を必要とする人への着実な周知に努めてまいります。 

・ また，国におきまして，男性不妊治療費に対する助成額拡充の動きがありますことから，適切

に対応するとともに，この制度改正の機会を活用し，医療機関と連携を密にしながら，不妊治療

に対する正しい知識や情報を広く周知啓発するとともに，職場における更なる理解促進のため，

経済団体などとの意見交換を行いながら，事業者への効果的な周知方法について検討してまいり

ます。 
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２ 充実した子ども・子育て支援制度の構築 

２－１．子ども・子育て 

１）【産前・産後ケアの充実】 

産前・産後における母子の不安定な心身の状況や、産後うつ等による児童虐待を防止するため、妊

産婦検診や産後ケア事業の充実を図るとともに、受診率の向上を図ること。 

また、産後うつ検査や産婦健診の未受診者へのフォローを確実に行い、こんにちは赤ちゃん事業等

との連携や助産師の訪問指導等による早期ケアの制度を充実させるとともに、事業に必要となる保

健師や助産師等の体制整備を確実に行うこと。 

所管課： 子ども家庭課，保健福祉総務課 

【回答】 

・ 産後ケア事業につきましては，平成３０（２０１８）年１０月から栃木県臨床心理士会と連携

した心理カウンセリングなどによる支援を加えるなど，充実を図ったところであり，妊産婦健診

については，母子健康手帳交付時における周知や宇都宮市産婦人科医との連携により受診率の向

上に努めております。 

・ 平成３１（２０１９）年度におきましても，引き続き，医療機関や子育て世代包括支援センタ

ーなどの関係機関と連携を図りながら，早期にケアができる事業の充実に取り組んでまいりま

す。 
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２）【子ども子育て支援事業計画の推進】【重点項目】 

宇都宮市子ども子育て支援事業計画の最終年度にあたるため、事業計画を着実に仕上げるととも

に、次期計画の策定に向け、来年度予定されている幼児教育・保育の無償化等による新たな保育需

要のニーズ把握等を行い、保育所の年間を通じた待機児童の完全解消や、質の向上、病児・病後児

保育、理由を問わない一時的な保育、夜間・休日保育等、多様な市民ニーズに対応しうる子ども子

育て環境日本一の宇都宮を目指すこと。 

また、保育需要への対応においては、現在利用定員を超えて待機児童の解消に協力していただいて

いる民間保育事業者の中には給付費の減算措置の対象となる 5 カ年を迎える保育事業者が多く見

込まれることから、定員数の増加や減算措置に対する支援を着実に行い、保育需要への対応を図る

とともに、近隣住民や近隣事業者の同意が得られず建設出来ない事業者も多いことから、運営事業

者募集要項に定める近隣地域等への配慮要件の緩和等を行い施設の円滑な設置を支援すること。 

所管課： 保育課 

【回答】 

・ 宇都宮市子ども子育て支援事業計画の推進につきましては，引き続き，現計画において定めた

目標を達成できるよう，各事業に着実に取り組むほか，年間を通じた待機児童の完全解消や多様

な市民ニーズに対応するため，幼児教育・保育の無償化の実施に伴う新たなニーズなど，多様な

保育需要を適切に把握するための調査を平成３０（２０１８）年度中に実施し，その調査結果を

踏まえ，平成３１（２０１９）年度に新たな事業計画を策定してまいります。 

・ 次に，保育需要への対応につきましては，国に対し，利用定員の弾力化の活用に係る「定員超

過による給付費の減算措置の撤廃または期限の延長」について，引き続き，全国市長会など，様々

な機会を通じ要望を行うとともに，民間事業者の皆様にご協力いただけるような支援策につい

て，検討してまいります。 

・ また，保育所等は，地域と共に子どもを育む施設として，日ごろから近隣住民や関係機関との

連携体制を構築する必要があることから，事業者に対しては，地域住民に十分な時間をかけて丁

寧に説明し，ご理解をいただくよう求めているところであり，本市においても，必要に応じて，

住民と事業者を繋ぎ，理解が得られるよう支援してまいります。 
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３）【保育人材の確保】 

幼児教育の無償化や女性の就労率目標８０％を目指す等の国施策により保育需要の更なる増加が

見込まれることから、保育や幼児教育に必要な人材の確保が継続して必要であり、とちぎ保育士・

保育所支援センター等と連携し、保育士の確保や、キャリア形成・処遇の改善等に対する支援を継

続して行うとともに、保育の質を確保する対策を強化すること。 

所管課： 保育課 

【回答】 

・ 保育士の確保につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，「とちぎ保

育士・保育所支援センター」における潜在保育士と保育事業者とのマッチングや，本市独自の取

組である「ショッピングモールにおける求人情報の提供及び出張相談」，「高校生等を対象とした

市内の保育施設における保育体験」，ＵＩＪターンによる就労支援などに取り組んでまいります。 

・ キャリア形成・処遇の改善等に対する支援につきましては，国において，平成２５（２０１３）

年度から段階的に賃金引上げによる処遇改善がなされているとともに，「組織的なキャリアアッ

プの仕組み」として，一定の技能・経験を有する保育士には，その職責や職務に応じた処遇改善

が図られてきたところであり，平成３１（２０１９）年４月からは，更に１％（月３，０００円

相当）の賃金引上げを行うとされているほか，今後，更なる処遇改善について検討されているこ

とから，その動向を注視しながら適切に対応するとともに，全ての施設がキャリア形成を意識で

き，職務等に応じた処遇改善が実施できるよう，適切に指導・助言に取り組んでまいります。 

・ 次に，保育の質の確保につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，保

育に関わる全ての職員を対象として，職種ごとに必要となる基礎的・専門的能力や技術の習得等

に向けて，体系立てた研修の充実・強化に努めるとともに，更なる保育の質の確保に向けた研修

体系の見直しを検討してまいります。 
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４）【子ども家庭総合支援拠点の設置】 

すべての子どもの健やかな成育を切れ目なく支援するため、子育ち対策、貧困対策、子育て対策、

虐待防止策等の問題に包括的に取り組む（仮称）子ども家庭総合支援拠点の設置を検討すること。 

所管課：子ども家庭課 

【回答】 

・ 子ども家庭総合支援拠点の設置につきましては，「新しい社会的養育ビジョン」等におきまし

て，市区町村の子育て家庭に対する支援体制の充実などが位置づけられ，虐待を受けた児童に対

する迅速かつ適切なアセスメントや心理的なケアなどの専門的できめ細かな支援を提供する子

ども家庭総合支援拠点の設置が求められているところであります。 

・ このため，困難を抱える子育て家庭の実情の把握や，個々の状況に応じた心理職などの専門職

によるアウトリーチでの相談対応を行うとともに，保健・医療・教育等の関係機関と連携しなが

ら，様々な地域資源やサービスを有機的につなぐソーシャルワーク体制の充実を図ることができ

るよう，「子ども家庭総合支援拠点」の早期整備に向け，検討を進めてまいります。 
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５）【児童福祉施設の指導強化】 

保育所・認可外保育施設に対する指導・監督の仕組みを継続的に検証し、保育事故の防止対策を強

化させるとともに、有識者等による第三者評価の受審や、重大事案発生時における事故の検証等を

行い、保育事故の未然防止と過去に発生した類似事故の再発防止に徹底して取り組むこと。 

また、市民から施設内での児童虐待や不適切な運営実態等の情報提供が寄せられた場合には迅速に

「特別立ち入り調査」を行い、実態を把握するとともに徹底した指導を行うこと。 

所管課：子ども未来課，保育課 

【回答】 

・ 保育所・認可外保育施設に対する指導・監督につきましては，平成３１（２０１９）年度にお

いても，引き続き，定例の指導監査等を行うとともに，通報に対しては，事前通告のない特別指

導監査等を適切に実施してまいります。 

・ また，引き続き，全ての教育・保育施設等を対象に，事前通告なく訪問する「巡回指導支援」

を実施することで，保育内容の充実や保育事故の防止対策に取り組んでまいります。 

・ 第三者評価の受審につきましては，国の「福祉サービス第三者評価事業に関する指針」に基づ

き，「認可施設・事業の確認基準の条例」を制定し，保育士等の自己評価を義務付け，全ての施

設に対して外部からの間接的な評価を努力義務としたところであり，また，第三者評価を受審し

た場合，公定価格における加算を受けることができることから，引き続き，指導監査の場などを

活用し，各施設・事業者の受審を促し，保育の質の確保・向上に努めてまいります。 

・ 事故の検証につきましては，他自治体における検証結果を収集し，各施設に周知し注意喚起し

ているところでありますが，本市においては，「宇都宮市子ども・子育て会議」の部会として，

弁護士等の専門委員で構成する「検証委員会」を常設しており，平成３１（２０１９）年度にお

いても，引き続き，重大事故発生時には検証を行い，提言を取りまとめるなど，重大事故の再発

防止に取り組んでまいります。 
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６）【養育・虐待等の相談対応強化】 

育児や養育、虐待等に関する相談件数の増加や、児童相談の市町村業務の拡大、国が来年度より計

画している未就園時に対する全戸訪問等に対応するため、子育て世代包括支援センターや、子育て

支援総合コーディネート事業等の相談・支援制度の充実に継続して取り組むとともに、負担が増加

している相談員や保健師等の人員体制強化を図り、きめ細かな対応が行える体制を早急に構築する

こと。 

また、親の離婚等に対する子どもへの影響を最低限に抑えるため、明石市などで実施している離婚

や別居に伴う養育費や面会交流などを定める養育支援の仕組みを導入し、全ての子どもを社会全体

で守り健全に育む体制を整備すること。 

所管課：子ども家庭課，保育課，保健福祉総務課 

【回答】 

・ 育児や養育，虐待等に関する相談支援の充実につきましては，「子育て世代包括支援センター」

や，「子育て支援総合コーディネート事業」（子育てサロン）等の相談・支援制度の充実に継続し

て取り組むとともに，増加する虐待事案に適切に対応するため，平成３０（２０１８）年度より

子ども家庭支援室の職員を４名増員し，人員体制の強化を図ったところでありますが，更なる専

門性の強化や，様々な地域資源やサービスを有機的につなぐソーシャルワーク体制の充実を図る

ことができるよう，「子ども家庭総合支援拠点」の早期整備に向け，検討を進めてまいります。

また，未就園児に対する全戸訪問調査につきましては，国の今後の動向を踏まえ，適切に対応し

てまいります。 

・ 養育支援の仕組みにつきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，離婚前

の段階から養育費や親権などに関する相談や生活全般の相談を実施するなど，ひとり親家庭の生

活の安定と子どもの健やかな成長に向けた支援に取り組むとともに，養育費の確保につきまして

は，国におきまして，養育費の確実な受け取りに向けた法改正の検討が行われておりますことか

ら，これらの動向を注視しながら，適切に対応してまいります。 
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７）【ひきこもり対策の強化】 

全国的にひきこもりの増加や長期化・高年齢化が見られ、ひきこもり状態にある方の情報収集や支

援が従来の仕組みでは対応が出来ないケースが発生していることから、保健師やひきこもりサポー

ターの養成及び活用によりアウトリーチ等の機能を高めるとともに、関係部門や支援に取り組む民

間団体との連携を強化し、年齢に関わらずひきこもりに対する支援を行える体制を構築すること。 

所管課： 子ども未来課 

【回答】 

・ ひきこもり対策の強化につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，青

少年自立支援センターにおける相談員による個別面談などに加え，必要に応じて心理職や保健師

と連携したアウトリーチを含む相談対応を行うとともに，教育・福祉・医療・民間支援団体など

の幅広い分野の関係機関や団体で構成する「宇都宮市子ども・若者支援地域協議会」との連携強

化に取り組んでまいります。 

・ また，相談窓口の周知及び関係機関と連携したひきこもりの方の把握に努めるとともに，栃木

県ひきこもり地域支援センター「ポラリスとちぎ」や民間支援団体との連携を図りながら，年齢

に関わらず切れ目のない支援に取り組んでまいります。 

８）【支援を必要とする子どもへの対応強化】【重点項目】 

児童虐待や育児放棄等の養育不全が深刻な社会問題となっており、子どもの将来が生まれ育った環

境で左右されない社会の実現を推進するため「子どもと子育て家庭等に関する生活実態調査」の結

果を踏まえ、養育不全を未然に防ぐ施策体制を充実させること。 

また、施策の検討にあたってはこども食堂や生活・学習援助等の子どもの問題に取り組む民間団体

に積極的な意見聴取と財政支援を行い、支援を必要とする子どもへの総合的な支援体制を強化する

とともに、子どもの権利条例の制定についても検討すること。 

所管課： 子ども未来課，子ども家庭課 

【回答】 

・ 困難を抱える子どもへの対応強化につきましては，平成３１（２０１９）年度において，困難

を抱える子育て家庭の実情の把握や個々の状況に応じた心理職などの専門職によるアウトリー

チでの相談対応を行うとともに，保健・医療・教育等の関係機関と連携しながら，様々な地域資

源やサービスを有機的につなぐソーシャルワーク体制の充実を図ることができるよう，「子ども

家庭総合支援拠点」の早期整備に向け，検討を進めているところであり，子どもの貧困や児童虐

待を未然に防止できるよう，充実強化に取り組んでまいります。 

・ また，平成３０（２０１８）年度に実施いたしました「子どもや子育て家庭等に関する生活実

態調査」の結果や関係団体，民間事業者等と意見交換を踏まえ，必要な支援のあり方について検

討するなど，充実強化に取り組んでまいります。 

・ 子どもの権利につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，「宇都宮市

人権施策推進指針」に基づき，関係各課におきまして，様々な取組を通じて，子どもの人権が尊

重される環境づくりを推進してまいります。 
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２－２．子どもの家の運営 

１)【指導員の処遇改善】【重点項目】 

労働基準法の改正に伴い有期労働から無期労働契約に移行することが必要であるため、年次有給休

暇の付与日数増加や臨時指導員の委託費等の必要な予算を確保すること。 

また、国において指導員のスキルに応じた処遇の改善が進められているため、放課後児童支援員キ

ャリアアップ処遇改善事業や放課後児童支援員等処遇改善事業等の活用を図り、指導員のキャリア

や役割に応じた処遇の改善を図ること。 

所管課：生涯学習課 

【回答】 

・ 労働基準法に定められた有給休暇につきましては，指導員が適正に取得できるよう，引き続き，

運営委員会を指導していくとともに，子どもの家を適正に運営するために必要な委託料について

検討してまいります。 

・ また，指導員の放課後児童支援員キャリアアップ処遇改善事業や放課後児童支援員等処遇改善

等事業につきましては，本市子どもの家等の実態や他市の導入効果等を見極めながら，引き続き，

検討してまいります。 

２）【受入施設の整備】 

保育を要する児童の社会的なニーズが増加していることから、受入施設の計画的な整備を行うこ

と。 

また、独立棟の子どもの家に対しては消防法に定める防火管理者の選任が必要となるため、防火管

理者の配置や、資格の取得に必要となる費用の負担等の予算措置を講ずること。 

所管課：生涯学習課 

【回答】 

・ 受入施設の計画的な整備につきましては，毎年，夏休み前と就学時健康診断後に，翌年度の利

用児童数の調査を実施し，利用児童数を確実に把握した上で，既存の学校施設の有効活用を基本

としながら，必要な事業実施場所を確保しており，平成３１（２０１９）年度においても，引き

続き，空き教室の活用を基本とし，専用棟の計画的な整備も含め，取り組んでまいります。 

・ また，防火管理者の配置につきましては，各子どもの家等の建物の収容人数や設置状況により

ましては，選任が必要となる場合がありますことから，今後は，速やかに必要な支援に取り組ん

でまいります。 
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３）【運営方法の見直し】 

子どもの家の運営方法は、直営や委託方式を検討し、運営の格差を解消すること。 

また、ボランティアである運営委員や指導員の管理責任を問われる訴訟などが懸念されており、運

営に過度の負担が生じないよう、運営側の保証を対象とした管理者責任保険制度の導入を図るこ

と。 

所管課：生涯学習課 

【回答】 

・ 子どもの家等事業につきましては，ボランティアによる運営委員や会計担当者にかかる負担や

責任の増加，各子どもの家等間のサービスの差の拡大など，様々な問題が顕在化してきているこ

とから，事業の運営方法やサービス水準，保護者負担金のあり方などについて，検討を進めてい

るところであり，今後につきましては，現行の運営方式で得られた成果を生かしながら，将来に

わたって子どもの家等事業の運営を継続していくために，現場や専門家などの意見を伺いなが

ら，事業のあり方について取りまとめてまいります。 

・ また，管理者責任保険制度の導入につきましては，運営規模の拡大に伴い，日常の遊びや生活

の中で起きる事故や怪我，管理運営上のトラブルなどの増加も懸念されますことから，運営委員

や指導員の皆様が安定的に事業を実施できるように，導入に向け，検討してまいります。 

３ 学校教育の充実 

３－１．教育の質の向上 

１）【ＥＳＤ教育の推進】 

教育全般においてＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）の理念・目標の浸透を図り、持続可能な

社会の担い手を育成する教育を推進すること。 

特に学校運営や教育目標の策定に大きな役割を担う校長・副校長の理解が重要であることから新学

習指導要領における関連性や、先進事例の例示など理念の理解・浸透を図り指導効果を高めること。 

所管課： 学校教育課 

【回答】 

・ 児童生徒が，地球温暖化や人権侵害，国際紛争などの地球規模の課題を自分のこととして捉え，

今後の持続可能な社会づくりに参画しようとする態度を育成することは，今後ますます重要にな

ってくるものと認識しておりますことから，平成３１（２０１９）年度におきましては，新たに

校長会議等において，新学習指導要領におけるＥＳＤと各教科等の関連性や，先進事例の例示な

どにより理解・浸透を図るとともに，指導主事の学校訪問の際に，各教科等における「持続可能

な社会」に関する授業の充実等について，指導・助言してまいります。 
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２）【基礎学力の確実な定着】 

「全国学力・学習状況調査」においては全教科で全国・県平均以上の正答率が得られていることか

ら、継続的な検証改善及び、新学習指導要領の円滑な導入を行い基礎学力の向上を図るとともに、

習熟度に課題がある児童・生徒に対する学習支援策等を充実させ、全ての子どもが着実に基礎学力

を身につけられるよう対応を図ること。 

また、中一ギャップの増加が見られることから、引き続き各種施策効果の検証を行い中一ギャップ

の低減に取り組むこと 

所管課： 学校教育課 

【回答】 

・ 子どもの基礎学力の確実な定着につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き

続き，新学習指導要領を踏まえた授業の流れやポイントをまとめて作成した「宇都宮モデル」に

よる授業の改善や，一人一人の到達状況を確認し，つまずきに応じた補充的な指導を行う「宮っ

子まとめの学習月間」や「習熟度別学習」などの取組を着実に進めるとともに，学力調査の結果

を活用するなどして，その効果を検証，改善し，基礎学力の確実な定着を図ってまいります。 

・ 中一ギャップのうち，いじめ問題への対策につきましては，宇都宮市教育委員会・学校・家庭・

地域が一体となって「いじめゼロ運動」を推進し，いじめの未然防止・早期発見・早期対応の徹

底を図るとともに，小・中学校の教職員による「各地域学校園児童生徒指導強化連絡会」を年２

回開催し，児童生徒の状況に応じた長期的な支援方策等について検討し，情報共有を図っている

ところであり，今後とも，効果検証を行いながら，義務教育９年間を見据えた継続的できめ細か

な指導に努めてまいります。 

・ 中一ギャップによる不登校の未然防止の取組といたしましては，不登校児童生徒支援に効果が

高いスクールカウンセラーやメンタルサポーターの効果的な活用を検討し，平成３１（２０１９）

年度においても，引き続き，不登校の未然防止，早期発見・早期対応に努めてまいります。 
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３）【教員の働き方改革の推進】 

教職員の負担軽減と適正な働き方を確保するため、ＩＣＴ環境の整備や、勤怠端末の拡充を含む労

務管理の徹底、学校間のテレビ会議システムの導入等を図り、学校事務の合理化・適正化等に継続

して取り組むこと。 

また、教員の部活動に対する負担を軽減するため、今年度本市でも一部で導入された部活動に対す

る専任指導者の活用を市内全校で展開できるよう、必要なマニュアルの整備及び予算の確保を行う

こと。 

所管課： 学校教育課，教育センター，学校健康課 

【回答】 

・ 本市におきましては，平成３０（２０１８）年４月より，「学校における働き方改革推進会議」

等を設置し，学校現場の意見を踏まえながら，勤務時間を意識した働き方などについて検討する

とともに，「市部活動方針」に基づく取組の徹底などを含む，「学校における働き方改革（中間ま

とめ）」を平成３０（２０１８）年９月末に取りまとめたところであり，平成３１（２０１９）

年度におきましては，より簡便に勤務時間を把握するシステムの全校導入や，勤務時間外の連絡

対応のための体制を整備するとともに，児童生徒学習情報システム等への健康診断票，教育課程

の機能追加，テレビ会議システムの導入について引き続き検討を進めながら，学校と教育委員会

が一体となって働き方改革を推進してまいります。 

・ 教員の部活動に対する負担軽減につきましては，各中学校における部活動方針の策定と運用の

徹底について指導するとともに，部活動指導員の配置拡充に向け予算措置について県に働きかけ

るなど，負担軽減に努めてまいります 
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４）【魅力ある学校づくり地域協議会】 

地域の特性に応じた多様な活動ができるよう、魅力ある学校づくり地域協議会の活性化と財政支援

に継続して取り組むこと。 

また、改定された地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づく将来的な協議体の在り方等に

ついては国の支援メニューや本市のこれまで培ってきた地域資源等を十分に考慮の上、引き続き検

討すること。 

所管課： 生涯学習課，学校教育課 

【回答】 

・ 「魅力ある学校づくり地域協議会」につきましては，地域主体の取組をさらに活性化し，本来

持つ機能をこれまで以上に発揮できるよう，先進的な取組事例をすべての地域協議会で情報共有

するとともに，地域の教育力を生かした学習支援等の方策につきまして，検討を進めているとこ

ろであります。平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，地域協議会が地域の実情や熟

度に応じた活動に柔軟に取り組めるよう，支援に努めてまいります。 

・ また，本市の「魅力ある学校づくり地域協議会」は，国のコミュニティスクールの学校運営協

議会に相当するものとして，「地域とともにある学校づくり」に向けた取組を実施しており，平

成３１（２０１９）年度におきましては，これまでよりも地域協議会からの意見を学校運営に反

映させることができるよう，「宇都宮市立学校の管理運営に関する規則」を一部改正し，地域協

議会の学校運営参画機能を更に強化してまいります。 

３－２．学習環境の整備 

１）【学校施設の計画的更新】 

老朽化する学校施設の計画的な更新が必要であるため、公共施設総合管理計画を踏まえ、中長期的

な視点で学校施設の更新を計画的に行うとともに、施設の更新においては地域利用や避難所として

の機能等も考慮の上、地域意見の反映と更新計画の見える化に努めること。 

所管課： 学校管理課 

【回答】 

・ 本市の学校施設は，校舎や体育館等の多くが老朽化し，その対策が喫緊の課題となっておりま

すことから，平成３１（２０１９）年度におきましては，計画的に老朽化対策を推進するため，

公共施設等総合管理計画の方針に基づき，コンクリートコア抜き調査の結果や地域利用などのニ

ーズを踏まえるとともに，避難所としての機能も考慮しながら，整備内容を検討した上で「学校

施設の長寿命化計画」を策定し，公表してまいります。 
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２）【専科教員の確保】 

新学習指導要領に基づき必要となる英語の専科教員やＡＬＴの教員を計画的に確保・育成し、英語

教育の円滑な導入を図るとともに、少人数学級の拡大や教員の専科化により学力向上非常勤講師が

不足しないよう県との連携のもと必要な教員を確保すること。 

また、小規模中学校においては生徒数に応じた教員配置だけでは専科教員が不足し、専科外の教員

が指導することとなるため、教育の質の平等に配慮した小規模校への専科教員の配置について検討

すること。 

所管課： 学校教育課 

【回答】 

・ 英語専科教員の確保につきましては，これまで，国・県に要望してきたことにより英語の専科

教員が６名配置されるとともに，ＡＬＴを２年間で１６名増員するほか，学級担任を中心とした

小学校教員の英語指導力を向上させるため，市独自の研修の充実に努めてきたところであり，平

成３１（２０１９）年度におきましては，英語の専科教員の更なる増員について，引き続き，国・

県に要望するとともに，ＡＬＴのより一層の資質向上を図ってまいります。 

・ また，少人数学級の拡大や教員の専科化により，学力向上非常勤講師等が不足しないように県

内大学に教員免許の取得を働き掛けるなど，県と連携して人材確保に努めてまいります。 

・ なお，教職員の定数については法律で定められており，学校によっては特定の教科の教員を配

置できない状況も見られますが，今後も，複数教科の免許を持つ教員を意図的に配置したり，免

許を持つ非常勤講師を複数校で活用したりすることにより，小規模校も含め，教育の質の平等に

努めてまいります。 
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３）【ＩＣＴ活用の推進】 

教育へのＩＣＴ活用を積極的に推進するとともに、初等中等教育でのプログラミング教育の必須化

に備え、プログラミング的思考を育む為に必要となる指導者の育成や効果的な機材の導入を計画的

に行うこと。 

また、ＩＣＴやインターネット・スマートフォンの普及・活用に伴い、情報リテラシー教育の重要

性が増加していることから、プログラミング教育に合わせた情報リテラシーの教育や、生活習慣や

家庭においての指導を徹底すること。 

所管課： 教育センター，学校教育課 

【回答】 

・ ＩＣＴ教育の推進につきましては，「第２次宇都宮市学校ＩＣＴ化推進基本計画」に基づき，

平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，児童生徒の情報活用能力の育成と授業での効

果的なＩＣＴ活用を目指し，計画的なＩＣＴ環境の整備や教職員のＩＣＴ活用指導力の向上を図

るなど，教育の情報化を進めてまいります。 

・ このうち，プログラミング教育につきましては，今後，プログラミング教材の全小学校への導

入を検討するとともに，平成３１（２０１９）年度には，プログラミング教育に係る年間指導計

画等を作成し全小学校へ配布するとともに，全教職員がプログラミング教育の理念や具体的な指

導方法を身に付けられるよう教育センターにおける研修や校内研修を実施するなど，平成３２

（２０２０）年度からのプログラミング教育を円滑に導入してまいります。 

・ また，情報社会の急激な進展に伴い，情報リテラシー及び生活習慣や家庭においての指導の必

要性が増していることから，平成３１（２０１９）年度は，授業におけるタブレット型パソコン

等のＩＣＴ機器の活用を通して情報リテラシーを育成するとともに，児童生徒が安全安心にＳＮ

Ｓ等を利用できるよう，家庭と連携しながら「スマホ・ケータイ宮っ子ルール共同宣言」に基づ

く取組を更に推進してまいります。 
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４）【学校設備の衛生対策】 

現在進めている校舎・体育館・屋外等、学校トイレの洋式化・床面の乾式化を計画的に進め含め衛

生環境の改善に取り組むこと。 

また、近年の異常な猛暑により調理で熱源を使う学校給食調理室では室内温度が４０度を超える場

合もあり、調理者の労働安全衛生上問題があることから、暑さ指標（ＷＢＧＴ値）の把握と冷房設

置等の暑さ指標の低減対策を行い委託事業者の労働環境改善に取り組むこと。 

所管課： 学校管理課，学校健康課 

【回答】 

・ 小中学校における学校トイレの洋式化の早期実現につきましては，「第２次宇都宮市学校教育

推進計画」における平成３４（２０２２）年度の目標値である洋式化率５７％の実現に向けて，

集中的に整備を推進しているところであり，平成３０（２０１８）年度末の学校トイレの洋式化

率は約４７％となる見込みであります。 

・ 平成３１（２０１９）年度につきましても，引き続き，学校トイレの洋式化率の向上と衛生環

境の改善を図るため，計画的に改修工事を実施してまいります。 

・ 学校給食調理室内の労働環境改善の取組といたしましては，平成３０（２０１８）年度におい

て，スポットクーラー，大型冷風機，扇風機の設置による改善効果について検証を行ったところ

であり，その結果と費用対効果を踏まえ，導入について検討するとともに，引き続き，毎日，室

内温度及び湿度を計測し，その状況により，こまめな水分補給や冷房設備のある休憩室での休憩

をとることなど，調理従事者の体調管理に努めるよう注意喚起を行ってまいります。 
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５）【奨学金制度の充実】 

家庭の経済環境で子どもの進学に影響が無いよう、ＪＡＳＳＯの給付型奨学金や各種奨学金制度の

充実を図るとともに、本市返還免除型育英資金については制度の対象となる全ての生徒が活用でき

るよう、安定的な財源の確保策を検討し、育英基金の安定的な運用と利用者の拡充に取り組むこと。 

また、子どもの学ぶ意欲や進学機会が家庭の環境により奪われることがないよう、東京都や大阪市

等でも取り組みが進められている一定条件の下での通塾支援制度を設けること。 

所管課： 教育企画課，生涯学習課，生活福祉第２課 

【回答】 

・ 本市の奨学金につきましては，国（ＪＡＳＳＯ）や県との併用を認めているとともに，これら

の制度を窓口等において紹介しており，平成３１（２０１９）年度においても，各種奨学金制度

の周知に努めてまいります。 

・ 「返還免除型育英修学資金貸付制度」の利用者の拡充につきましては，申請資格や募集人数に

ついて見直しを検討しており，本市の振興への寄与を期待できる多様な人材の確保に取り組むと

ともに，育英基金につきましては，当貸付制度が持続的な制度となるよう，平成３１（２０１９）

年度も，様々な機会を捉えて寄附金募集に係る周知に努めながら，育英基金の安定的な運用を図

り，学習意欲のある若者たちが家庭の経済状況に左右されることなく修学できるよう努めてまい

ります。 

・ また，通塾支援制度につきましては，生活困窮世帯の中学生を対象とした学習支援教室や通信

添削による学習支援の充実を図るとともに，魅力ある学校づくり地域協議会による放課後等の学

習支援「地域未来塾」の実施を必要に応じて実施してまいります。 

３－３．通学路の安全確保 

通学路合同点検指摘箇所の早急な対策を実施するとともに、継続して危険箇所の検証を行い、児

童・生徒の安全確保に取り組むこと。 

また、大阪府北部地震の際に緊急点検した現行基準に適合しないブロック塀の早期改修を進めると

ともに、通学路における同様のブロック塀についても建築指導課や生活安心課等との連携を図り対

応を図ること。 

所管課： 学校健康課，技術監理課，道路建設課，道路保全課，建築指導課，生活安心課 

【回答】 

・ 通学路の安全対策につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，「宇都宮市通学路

交通安全プログラム」に基づき，対策の早期実施に向けて取り組むとともに，対策完了箇所への

評価の実施や必要に応じた追加対策の検討など，適切に対応してまいります。 

・ また，大阪府北部地震の際に緊急点検した現行基準に適合しない学校のブロック塀の改修につ

きましては，平成３０（２０１８）年度内の完了に向け取り組み，通学路における高いブロック

塀などにつきましては，地域を巡回して所有者自らの安全点検実施を促すとともに，平成３０ 

（２０１８）年度に策定したブロック塀等撤去費補助制度に関する普及啓発を行うなど，平成 

３１（２０１９）年度におきましても，引き続き，児童生徒が安心して通学できるよう，関係課

等と連携を図りながら，通学路の安全確保に努めてまいります。 
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３－４．いじめ・体罰・不登校への対応 

１）【いじめ防止対策の推進】 

昨年策定した宇都宮市いじめ防止基本方針の定着と心の教育を充実させ、いじめの防止と早期発

見、早期対応を図り当該児童・生徒のケアを確実に行うとともに、学校現場が問題を抱え込まない

よう必要に応じ学校教育問題解決委員会等により問題解決への支援を行うこと。 

また、近年では若者に相談しやすい環境を広げるためＬＩＮＥ等のＳＮＳを活用した相談窓口を導

入する自治体も多いことから、効果的な相談ツールの拡充を検討すること。 

所管課：学校教育課，教育センター 

【回答】 

・ いじめ防止対策につきましては，引き続き，「市いじめ防止基本方針」に基づき，「いじめゼロ

ポスターコンクール」の実施や，児童会・生徒会によるいじめ根絶集会の開催など，いじめの未

然防止や取り組むとともに，ネットいじめパトロールや，定期的な個人面談，年４回以上のいじ

めアンケート調査の実施など，早期発見と早期対応に，取り組んでまいります。 

・ いじめ事案が発生した場合につきましては，速やかに各学校による組織的な対応を行い，いじ

め解消と再発防止に向けて加害児童生徒や関係者らに指導を行うとともに，保護者との連携によ

る見守りやスクールカウンセラー等による心のケアを行っているところであります。 

・ ＬＩＮＥ等のＳＮＳを活用した相談窓口につきましては，平成３１（２０１９）年度において

も，相談窓口ホームページによる相談体制を継続するとともに，ＳＮＳを含めた効果的な相談ツ

ールについて引き続き，調査研究してまいります。 

２）【不登校児童・生徒への対応】 

不登校児童数においても増加が見られることから、早期発見・早期対応が出来るよう、学校や保護

者が異変に気づいた際に相談ができる窓口の設置や、家庭と学校及び関係機関との連携を充実させ

ること。 

 また、個々の不登校児童生徒の状況に応じた必要な支援が行われるよう、学校における環境の整

備を図るとともに、教育機会の確保等に関する活動を行う民間団体等との相互の密接な連携を図る

こと。 

所管課：教育センター，学校教育課 

【回答】 

・ 不登校の早期発見・早期対応といたしましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き

続きスクールカウンセラーやメンタルサポーターを活用し，不登校の未然防止を図るとともに，

不登校の要因・背景に，貧困など家庭環境に問題がある事案につきましては，スクールソーシャ

ルワーカーが学校や家庭，医療・福祉などの関係機関と連携を図り支援を行ってまいります。 

・ 個々の状況に応じた支援につきましては，不登校児童生徒支援に効果が高いスクールカウンセ

ラーやメンタルサポーターの効果的な活用を検討するとともに，児童生徒が通所しているフリー

スクール等の民間施設に訪問等を行うなど，平成３１（２０１９）年度におきましても，引き続

き，相談体制の充実を図ってまいります。 
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３）【体罰の撲滅】 

体罰や暴力による指導が全国的な問題となっており、本市においても事案が発生していることか

ら、教職員や部活動指導者に対する暴力によらない指導スキルの習得・研修等を充実させるととも

に、学校の対応に不安を感じた際に児童・生徒、保護者が直接相談できる窓口を設け体罰による指

導の撲滅を徹底して図ること。 

所管課： 学校教育課，学校健康課 

【回答】 

・ 体罰撲滅の実現につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，体罰相談

ダイヤルの周知や全部活動指導者を対象とした体罰防止研修の実施など「宇都宮市部活動方針」

などに基づき，中学校体育連盟と連携を図りながら体罰根絶に向けた取組の充実を図り，児童生

徒や保護者から信頼される学校教育の推進に努めてまいります。 

４）【スクールソーシャルワーカー等の体制強化】 

上記対応に確実な対応を図るためには、スクールソーシャルワーカーやスクールカウンセラー・メ

ンタルサポーター、スクールロイヤー等の専門的な知見を有する職員の対応が欠かせないことか

ら、体制の強化と活用を図り、家庭・学校のケアを充実させること。 

所管課：学校教育課 

【回答】 

・ 本市におきましては，各小中学校にスクールカウンセラーや中学校にはメンタルサポーターを

派遣しているほか，不登校児童生徒に対する支援につきましては，効果が高いスクールカウンセ

ラーやメンタルサポーターの効果的な活用を検討しているところであり，平成３１（２０１９）

年度についても，教育相談担当教員を中心とした学校における教育相談体制の強化に取り組んで

まいります。 

・ また，貧困や虐待などの様々な家庭環境が，不登校や非行などの児童生徒の問題行動等の原因

になっていると思われる事案に対応するため，教育委員会にスクールソーシャルワーカーを配置

するとともに，法的トラブルが発生した際に，専門的な知識や助言を得ることができるよう，弁

護士などによる学校支援アドバイザーを教育委員会に設置し，学校を支援しているところであ

り，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，これらの専門職や専門家と連携を図りな

がら，家庭や学校を支援してまいります。 
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３－５．ＩＣＴモラル教育の強化及び犯罪被害の防止 

携帯電話やスマートフォンの普及率増加により、ＳＮＳ等での犯罪被害や、消費者トラブルに巻き

込まれるケースが増加していることから、「宇都宮市携帯電話等の使用に係る問題対策指針」に基

づき、指導の充実・強化に取り組むとともに、子ども達が自ら問題意識を持ち自発的な行動ができ

るよう、児童会・生徒会等による主体的な活動ができるよう指導すること。 

合わせて、自殺や殺人・性犯罪等に繋がる悪質な事件が増加しているため、ネット活用の危険性指

導や、ネットパトロールの強化等に徹底して取り組むこと。 

所管課：学校教育課，教育センター 

【回答】 

・ 本市におきましては，「スマホ・ケータイ宮っ子ルール共同宣言」に基づき，ネット被害の防

止などに関する児童生徒主体の取組や保護者への啓発活動，「スマホ・ケータイフィルタリング

設定１００％キャンペーン」などを展開しているところであり，今後も，現在，改定を行ってお

ります「宇都宮市情報モラル教育年間指導計画」におきまして，スマートフォン等のＳＮＳの正

しい使い方や危険性などについての指導内容を充実させ，体系的・系統的な情報モラル教育を一

層推進してまいります。 

・ また，国の調査によりますと，ＳＮＳ等による犯罪被害に遭った児童生徒のフィルタリング設

定率が低いことが明らかになっておりますことから，平成３１（２０１９）年度におきましては，

出前講座の充実などによるフィルタリングの設定やネット利用の危険性を指導するとともに，ネ

ットいじめ等パトロール・相談事業を継続して実施するなど，「共同宣言」に基づく取組を更に

推進してまいります。 

３－６．主権者教育の充実 

公職選挙法等の改訂された年齢満１８年以上満２０年未満の選挙投票率が全国的に低調であるこ

とから、学校における指導上の政治的中立に留意の上、主権者教育の充実・強化に取り組むこと。 

所管課：学校教育課，選挙管理委員会事務局 

【回答】 

・ 年齢満１８年以上満２０年未満を含む若年層の投票率の向上を図るためには，学校教育におい

て，中学校の生徒会役員選挙での立会演説会や模擬投票等を通して，児童生徒に選挙の意義や大

切さを学ばせ，主権者として主体的に政治に参加する意識を高めることが重要であると考えてお

り,平成３１（２０１９）年度におきましては，有権者として求められ力を身に付けるために，

総務省と文部科学省が連携して作成し，国公私立全ての高等学校に配布している『私たちが拓く

日本の未来』の活用方法や児童生徒の社会に参画する意識を高める効果的な事例について，教職

員を対象とした研修会で紹介するなど，各学校における主権者教育の取組を促進して，将来，主

権者として積極的に政治に参加する児童生徒の育成に努めてまいります。 
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４ 生涯学習の推進 

超高齢化社会や人口減少社会を踏まえ、市民の生涯に渡る学習機会の充実や、地域課題に対応しう

る人材の育成が社会的に求められているため、各種講座や図書館事業の充実・強化に取り組むとと

もに、福祉やまちづくり等の社会的な課題に対応しうる地域人材育成推進事業やシルバー大学との

連携等、地域課題の解消に資する生涯学習の強化及び学び直しの支援に取り組むこと。 

所管課：生涯学習課 

【回答】 

・ 生涯学習の推進につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，「第３次

宇都宮市地域教育推進計画」に基づき，学び直しに資する大学等による公開講座などの学習情報

の提供や，学んだ人材が学んだ成果を生かし活躍できる仕組みづくりなど，社会的な課題に対応

した取組を推進してまいります。 

５ 生涯スポーツの環境整備 

５－１．東京五輪・パラリンピック・栃木県国体開催契機の活用 

２０２０年度に開催される東京五輪・パラリンピック等の効果を最大限に活かすため、下記の取り

組みを行うこと。 

１）【キャンプの受入対応】 

本県とキャンプ地として覚書を締結したハンガリーオリンピック委員会に対しては最大限の敬意

を示し、受入の体制を万全に整えるとともに、ハンガリーと本市の文化的な交流や他都市で見られ

る学校給食にハンガリーの伝統料理の提供や来日するアスリートや競技関係者と交流の場を設け

る等、キャンプの受入を通じハンガリーとの交流を推進すること。 

所管課：都市魅力創造課，スポーツ振興課，学校健康課，国際交流プラザ 

【回答】 

・ オリンピックキャンプ地の受入につきましては，本市の魅力を広く発信できるとともに，多く

の市民が地元にいながら大会に向けた息吹を感じることによる「スポーツへの興味・関心」の高

まりや，外国人選手等との触れ合いによる「スポーツを通した国際交流の促進」など，様々な効

果が期待できるものと考えておりますことから，平成３１（２０１９）年度においても，引き続

き，県や各関係団体と連携・協力しながら，態勢を整えてまいります。 

・ キャンプの受入を通じたハンガリーとの交流の推進につきましては，現在，本市におきまして

も，国際理解を深めるため，諸外国の料理を学校給食に取り入れており，平成３１（２０１９）

年度におきましても，引き続き，市の標準献立に位置付けているハンガリーの伝統料理などを提

供することにより，食文化を含め，ハンガリーへの関心を高めてまいります。 

 ・ 今後とも，東京五輪・パラリンピック等の開催等を契機に多くの外国人が訪れることが見込

まれることから，引き続き，市民への国際理解や多文化共生の意識醸成に努めてまいります。 
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２）【障がい者スポーツの推進】 

障がい者スポーツの認知向上と普及を推進し、障がい者のスポーツ機会拡大や活動支援の輪を広げ

る活動に積極的に取り組むこと。 

また、国体と併せ開催される全国障害者スポーツ大会に向け、手話通訳者や各種ボランティアの確

保・育成に取り組み、本市障がい者スポーツを推進すること。 

所管課：障がい福祉課 

【回答】 

・ 障がい者スポーツの推進につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，

「宇都宮市サン・アビリティーズ」において，パラリンピックや全国障害者スポーツ大会の競技

種目である「ボッチャ」や「車椅子バスケットボール」等の講座を開催し，その認知度向上と普

及に取り組むとともに，障がい福祉サービス事業所の利用者を対象とした「うつのみやふれあい

スポーツ大会」において，ボランティア数の増員を図り，開催支援に取り組むなど，障がい者の

スポーツに関わる機会や活動支援の拡充に取り組んでまいります。 

・ また，全国障がい者スポーツ大会の開催などに向けて，手話通訳者などコミュニケーション支

援を担う人材を増やすため，引き続き，手話通訳者養成講座を栃木県と共同で実施するとともに，

手話等の各種奉仕員の養成に取り組むなど，障がい者スポーツの推進に取り組んでまいります。 

３）【オリンピックインバウンドの推進・ボランティア育成】 

観光客の積極的な呼び込みを県及び経済界と連携して行うとともに、おもてなし運動の充実・強化

を行うこと。また、２０２２年度の国体開催に向け、大会ボランティアの派遣・育成に積極的に取

り組むこと。 

所管課：観光交流課，都市魅力創造課，国体推進課 

【回答】 

・ 平成３１（２０１９）年度におきましては，オリンピックインバウンドを見据えながら，引き

続き，県をはじめ，県内各市町・民間団体等と連携しながら，海外での効果的なプロモーション

など誘客に向けた情報発信に取り組むとともに，「宇都宮おもてなし推進委員会」による観光事

業者への出前講座の拡充や多言語翻訳機などのＩＣＴ技術を活用したインバウンドセミナーの

開催など，おもてなし運動を推進してまいります。 

・ 平成３４（２０２２）年度に開催される「いちご一会とちぎ国体」につきましては，準備委員

会を設立し，平成３０（２０１８）年４月には，大会開催までの全体スケジュール等を示した年

次計画を策定するなど，計画的に取り組んでいるところであります。 

・ 国体の開催にあたりまして，大会ボランティアは，総合案内所や各競技の会場運営をはじめ，

広報・美化活動など，様々な場面で重要な役割を担いますことから，市準備委員会におきまして

は，大会ボランティアの募集・育成等の基本的な考え方や具体的な取り組み方策などを盛り込ん

だ「市民運動基本計画」や「市民運動アクションプラン」の平成３０（２０１８）年度内の策定

に向けて取り組んでいるところであり，今後，大会ボランティアの募集・育成を積極的に推進し，

大会の万全な運営に向け準備を進めてまいります。 
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５－２.健康増進策の強化 

１）【高齢者スポーツの推進】 

健康寿命の延伸（フレイル予防）に繋がるよう、ひとり１スポーツの推進や、身近な場所での健康

体操の活用、公園への健康遊具設置等、高齢者の活動機会を創出するとともに、高齢者のスポーツ

施設利用に対する支援制度の充実を図り、日常的な健康活動を推進すること。 

また、健康ポイント事業による活動機会の推進を進め、協賛事業者の拡充や民間企業への健康増進

活用等に積極的に取り組むこと。 

所管課： スポーツ振興課，健康増進課，公園管理課 

【回答】 

・ 高齢者スポーツの推進につきましては，「宇都宮市スポーツ推進計画」に基づき，「ひとり１ス

ポーツ」の実現を目指し，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，地域スポーツクラ

ブの活動支援や高齢者向けスポーツ教室の実施，高齢者にも取り組みやすいニュースポーツの普

及促進などの施策・事業を実施してまいります。 

・ また，身近な場所での健康体操の活用につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，

引き続き，各地区の健康づくり推進組織において，ラジオ体操・ストレッチ体操・本市独自の「気

軽にエンジョイＭｉｙａ運動」などを活用した活動により一層積極的に取り組んでいただけるよ

う支援に取り組んでまいります。 

・ 健康遊具につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，公園の利用状況

を踏まえ地元自治会からの意見を伺いながら，設置に取り組んでまいります。 

・ 高齢者のスポーツ施設利用に対する支援につきましては，施設改修等の機会を捉えたバリアフ

リー化や既存のグラウンド等におけるニュースポーツ・軽スポーツを含めた柔軟な運用を進める

とともに，平成３１（２０１９）年度につきましては，高齢者等地域活動支援ポイント交換対象

に体育館トレーニング室などの利用回数券を追加するとともに，新たに，健康ポイント事業にお

いても，同様の交換対象となるようにし，高齢者のスポーツ施設利用を支援してまいります。 

・ 健康ポイント事業につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，プロスポーツチー

ムと連携するなど，事業の周知・ＰＲに取り組むほか，健康ポイントアプリのランキング表示機

能や，身近な人や事業所などでグループを作成できる機能を活用していただくなど，地域・職域

連携推進協議会などと連携し，事業所ぐるみでの参加を促すとともに，ポイント交換先の充実に

向け，協賛企業の更なる確保に取り組むなど，事業の魅力向上を図ってまいります。 
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２）【子どもの体力向上】 

少年スポーツクラブや体育系部活動等の積極的な推奨や、体育協会事業、地域スポーツクラブ等の

地域活動を推進し、子どもの体力向上を図ること。 

また、子ども達が身近な場所で日常的に身体を動かすためには公園整備が有効であることから、各

種公園の整備の際には多目的広場の設置や街中の潤いある公園整備等子どもが運動しやすい環境

整備を推進すること。 

所管課：学校健康課，スポーツ振興課，公園管理課 

【回答】 

・ 体育系部活動におきまして，「部活動指導員」を導入し，専門性の高い技術指導や，生徒が多

様な部活動に親しめる環境を整えたところであり，引き続き，生徒の競技力・体力の向上に取り

組んでまいります。 

・ スポーツ少年団の活動におきましては，市体育協会において，引き続きより多くの子どもへの

指導が行き届く環境を整えるため，スポーツ少年団認定員の研修を行うなど，新たな指導者の確

保に努めてまいります。 

・ また，地域スポーツクラブにつきましても，多くの種目の中から自分にあった種目を選択して

活動できるなど，子どもがスポーツを始めるきっかけづくりに最適な環境でありますことから，

引き続き，子どもやその家族などに参加いただけるよう運営の支援を行ってまいります。 

・ 平成３１（２０１９）年度におきましては，これらの取組に加え，部活動指導員の配置拡充を

検討するとともに，新規地域スポーツクラブの設立に向けて地域の団体等へ働きかけるなど，児

童生徒の体力向上を推進してまいります。 

・ 公園整備につきましては，新たに公園を整備する際，地域住民との意見交換により把握した地

域ニーズを踏まえながら，多目的広場の整備や子ども遊具の設置などを行っており，今後とも，

子どもが運動しやすい環境整備に取り組んでまいります。 

３）【勤労世代のスポーツ推進】 

勤労世代の日常的な運動参加に課題が見られることから、企業や民間団体・施設等との連携により

活動機会を増やす施策を講ずること。 

所管課：スポーツ振興課，健康増進課，商工振興課 

【回答】 

・ 勤労世代のスポーツ推進につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，

誰もが身近にスポーツに親しめる地域スポーツクラブの育成支援や，市スポーツ振興財団による

エアロビクスやヨガ等の各種スポーツ教室の開催など，家族や友人と手軽にスポーツに参画でき

る機会の拡充に努めるとともに，地域・職域連携推進協議会と連携し，事業所に健康運動指導士

を派遣する出前講座の実施や，「健康ポイント」事業に事業所ぐるみで参加していただけるよう

周知を行うなど，職場での運動機会を確保する環境づくりに取り組んでまいります。 
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５－３.スポーツ施設の整備 

国際的な大規模スポーツイベントの開催等により、市民の日常的な健康増進の気運が高まることか

ら、第 2次宇都宮市スポーツ施設整備計画の推進においてはＮＣＣとの整合を図り、身近な場所で

市民が気軽にスポーツを楽しめる施設整備に努めるとともに、本市をホームタウンとするプロスポ

ーツとの相乗的な効果を狙い、今後の活用が検討されている宮原運動公園並びに、水上公園跡地等

への多目的運動広場や３×３等が出来る屋外バスケットゴールの設置、周辺自転車専用道との接続

等を検討するなど効果的な整備を実施すること。 

所管課：スポーツ振興課，都市魅力創造課，公園管理課 

【回答】 

・ スポーツ施設の整備につきましては，「第２宇都宮市スポーツ施設整備計画」に基づき，「ネッ

トワーク型コンパクトシティ形成ビジョン」を踏まえ，身近な場所でのスポーツ・健康づくりの

機会確保や，全市的なバランスを考慮した施設の適正配置を推進しており，平成３１（２０１９）

年度におきましては，北西部地域への体育施設整備の内容をまとめた施設整備基本計画の策定に

取り組んでまいります。 

・ 宮原運動公園につきましては，平成３１（２０１９）年度に健康遊具や多目的に活用できる芝

生広場などの公園施設の実施設計に取り組むともに，水上公園の今後の再整備にあたりまして

は，多目的広場の整備や隣接する田川サイクリングロードとの相互利用を図るなど，効果的な整

備に向けて取り組んでまいります。 

・ 今後とも，計画に基づいた施設整備・改修を着実に推進するとともに，３×３などに気軽に親

しむことができる環境づくりなども含め，プロスポーツから生涯スポーツまで多様なスポーツ活

動環境の充実に努めてまいります。 
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Ⅱ．「健康・福祉の未来都市」の実現に向けて（健康・福祉・医療 分野） 
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健康づくりと地域医療の充実 

１－１．医療体制の充実確保 

１）【夜間休日救急診療所・健診センター・市保健センター機能の強化と充実】 

感染症及び災害時に迅速に対応できるよう、老朽化、狭あい化している夜間休日救急診療所及び同

様に施設や機器の老朽化が進んでいる健診センターのあり方を早急に検討するとともに、住民の利

便性を向上させるため、健診センターと同様な状況になっている市保健センターのあり方について

も検討すること。 

その際、機能の強化と充実を図るため、３師会の事務局機能の整備と併せてこれらの施設の一体的

な整備を検討すること。 

また、一体的整備に当たっては、高齢社会に対応した整備を行い、バリアフリー化を進めるととも

に、健診センターにおいては精度の高い先進機器を導入し、市民の健康増進に寄与すること。更に、

保健所とも連携を強化し、職域連携を推進すること。 

所管課：保健所総務課，健康増進課 

【回答】 

・ 夜間休日救急診療所・健診センター・市保健センター機能の強化と充実につきましては，「宇

都宮市公共建築物長寿命化推進計画」などに基づき，計画的に施設や設備等の改修・更新を行っ

ているところであり，平成３１（２０１９）年度におきましても，引き続き，市医師会，市歯科

医師会，市薬剤師会と意見交換を行い，高齢社会に対応した施設の在り方等について検討してま

いります。 

・ また，三師会事務局機能の整備についても，在り方の検討を行う中で，三師会において十分な

話し合いがなされるものと考えおります。 

・ また，健診センターにつきましては，引き続き，市医療保健事業団の更新計画に基づき，健診

機器を更新するとともに，保健所と連携しながら，事業所の要望に応じた出前検診を実施するな

ど，職域との連携を進めてまいります。 
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２）【在宅医療体制の充実】 

医師不足の解消及び医療制度を充実させるため、休退職した医師・看護師に対して復職支援を行う

とともに、県が設置した「とちぎ地域医療支援センター」との連携を強化し、高度医療が可能な専

門医を継続して育成・確保すること。 

また、在宅医療における医師、歯科医師、看護師、薬剤師等が不足していることから、医師会をは

じめとする諸団体に対し、在宅医療への取組みを積極的に働きかけること。 

所管課：保健所総務課，高齢福祉課 

【回答】 

・ 医師・看護師の復職支援につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，

県や「とちぎ地域医療支援センター」と連携しながら，復職支援に関する取組等の周知に努めて

まいります。 

・ また，医師会等団体に対する働きかけにつきましては，引き続き，市医師会等と連携を図りな

がら，主治医・代診医制度や，後方支援病院体制の円滑な稼働を支援するほか，在宅医療に関す

る知識・技術の向上を目指す研修を継続的に実施するなど，在宅医療を支える医師等の確保に向

けた取組を推進してまいります。 

１－２．疾病・感染症予防 

１）【０次予防への取組み】 

保有する健康・医療・介護情報などの各種データを連結・分析して、０次予防に取り組み、市民の

ヘルスリテラシー向上と、健康寿命の延伸に努めること。 

所管課：健康増進課 

【回答】 

・ ０次予防の取組につきましては，これまで特定健康診査や乳幼児健康診査の結果などについて

分析し，地域の健康課題の解決に向けた事業に反映してきたところであり，平成３１（２０１９）

年度においては，これまでの分析に加え，本市が保有している健康・医療・介護情報などの様々

なデータも含めて科学的に分析し，施策の立案に活用するなど，健康寿命の延伸に向けて取り組

んでまいります。 
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２）【感染症対策の継続とワクチン接種】 

デング熱・エボラ出血熱等、重篤なウイルス性感染症へのリスクに備えるため、市内や周辺市町で

感染者が発生した場合を想定し、十分な対策を講ずるとともに、市民への予防・感染知識の周知啓

発に努めること。 

また、感染症予防のワクチン接種助成制度については、風疹の患者数が増加していることから「先

天性風しん症候群」等の重篤な障がいを引き起こす恐れのある妊娠希望者や、妊婦の夫等に対する

「風しん」の予防接種助成制度を次年度も継続するとともに、「おたふくかぜ」「ロタウイルス」の

予防接種費用の一部助成制度を導入すること。 

所管課：保健予防課 

【回答】 

・ デング熱・エボラ出血熱等の感染症対策につきましては，平成３１（２０１９）年度におい

ても，引き続き，患者発生時に備え，感染症の発生の状況や原因等を明らかにする積極的疫学

調査や適切な医療の提供などを実施できるよう，県や医療機関と合同で訓練を実施するなど連

携体制を整えるとともに，市民に対しましては，感染症の発生動向や予防方法等の情報につき

まして，市ホームページや広報紙等により情報提供を行ってまいります。 

・ ワクチン接種助成制度につきましては，引き続き，風しん抗体価が低い妊娠希望者や妊婦の

夫等を対象とした，風しん予防接種費助成を実施するとともに，「おたふくかぜ」，「ロタウイル

ス」の任意の予防接種につきましては，国において，「広く接種を促進することが望ましいワク

チン」として位置づけられ，「厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会」においても，定期接

種化に向けた協議を行っているところでありますことから，引き続き，国の動向を注視してま

いります。 

３）【各種検診の受診率向上】 

パンフレットやハガキを使って受診勧奨する際、対象者に対して一律のメッセージを送付するので

はなく、対象者をセグメント分けして、それぞれに行動経済学の考え方を用いて適切に介入すれば

受診率が向上することが複数の自治体で報告されている。また、八王子市では行動経済学の手法を

活用し、検診に対するメリットを訴えるメッセージではなく、むしろ“損失”に働きかけることで

受診率が向上していることから、健康のために行動変容を起こしてもらう手法として行動経済学を

応用し、各種健診の受診率向上に努めること。 

また、各種健康診断結果の返却においても行動経済学を用い、健康診断結果に関心のあるうちに結

果が通知されるよう取組み、最後まで利用者の健康意識にアプローチできるよう努めること。 

所管課：健康増進課，保険年金課 

【回答】 

・ 各種健診の受診率向上につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，ハ

ガキによる受診勧奨を実施する際，年齢・性別に応じて生活習慣病の怖さを認識していただくメ

ッセージを付け加えるとともに，自費で受診した場合の健診料を記載するなど，行動経済学を応

用した各種検診の受診率向上に努めてまいります。 

・ また，健康診断結果の返却におきましては，引き続き，速やかな結果の送付を行うとともに，

健康診断結果に基づき，利用者の健康意識を高めるためのアドバイスを結果の中に記載し，利用

者の健康意識にアプローチするなど利用者の健康意識の向上に努めてまいります。 
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２ 共生社会の実現に向けた地域包括ケアシステムの構築 

２－１．地域診断の取組みと活用【重点項目】 

共生社会の実現に向けて、ネットワーク型コンパクトシティの形成と一体となった地域包括ケアシ

ステムを構築するにあたり、ＮＣＣの拠点や地域ごとに地域の現状や課題を数値によって「見える

化」した上で、科学的根拠に基づいた介護予防や生活支援の施策、健康格差の解消を講じるための

施策が大変重要であるため、日本老年学的評価研究機構（JAGES）との共同研究参加を検討し、地

域診断を実施すること。 

また、地域診断によるエビデンスは説得力のある材料になることから、地域診断の結果を活用し、

庁内各部局関係各課や地域で課題を共有するとともに、健康長寿に向けた市民の意識の醸成と、市

民の行動様式の変化を推進すること。 

併せて第３次宇都宮市都市計画マスタープランの策定に当たっては、将来にわたり持続的に発展す

ることのできる都市空間の形成が重要となることから、ネットワーク型コンパクトシティと地域包

括ケアシステムの連携による都市基盤の整備と整合性を図ること。 

所管課：高齢福祉課，保健福祉総務課，健康増進課，都市計画課 

【回答】 

・ 地域診断の取組と活用につきましては，平成３１（２０１９）年度においては，保健師活動に

よるこれまでの地域診断に加え，人口構造や高齢者の要介護認定状況などの多角的な調査によ

る，地域別のデータ分析の実施に向けて検討し，研究機関や有識者からアドバイスをいただきな

がら，地域ごとの健康課題を明らかにした上で，科学的根拠に基づいた分野横断的な施策の立案

などに活用していくほか，結果を地域に提示することにより，介護予防活動等の市民の主体的な

取組につなげるなど，更なる健康寿命の延伸に向けて取り組んでまいります。 

・ ネットワーク型コンパクトシティと地域包括ケアシステムの連携につきましては，「第６次総

合計画」に「ネットワーク型コンパクトシティが支える共生社会創出プロジェクト」を掲げたと

ころであり，その実現に向けましては，現在策定中の「第３次宇都宮市都市計画マスタープラン」

において，医療や介護サービスと地域での支え合いによる「地域包括ケアシステム」と，身近な

拠点等への医療・福祉施設の集積などのまちづくりとの連携等の「福祉のまちづくりの方針」を

位置付けてまいります。 
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２－２．地域包括ケアシステムの推進体制強化 

１）【地域包括ケア推進室の体制強化】 

地域包括ケアシステムは元来高齢者に限定されるものではなく、障がい者、子どもを含む地域の全

ての住民のための仕組みづくりであり、社会全体の運動につなげていくことが重要であり、分野横

断的な議論を要することから、地域包括ケアシステムの構築を迅速かつ確実に行うために地域包括

ケア推進室を格上げし課とするなど、更に機能的な組織となるよう人員配置も含めて体制を強化す

ること。 

所管課：高齢福祉課，人事課 

【回答】 

・ 地域包括ケアシステムの推進につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続

き，医療・介護連携の推進や，地域の支え合い活動の創出に向けた第２層協議体の設置のほか，

ネットワーク型コンパクトシティのまちづくりと連携した共生社会の創出などに「地域包括ケア

推進室」を中心に，庁内各部局や，地域の多様な組織・団体と連携しながら，機能的な運営を行

うなど，取組の進捗に応じた適切な組織体制により推進してまいります。 

２）【保健師の配置と体制強化】 

地域住民の健康状態や生活環境を改善するような公衆衛生的な役割を担う地域の保健師を配置し、

保健師の統括部門を設けるとともに、総合的な視点を持つ保健師を育成すること。 

また、保健師が地域包括ケアシステムの構築に積極的に参加できる様、人員の増強を図ること。 

所管課：保健福祉総務課，高齢福祉課 

【回答】 

・ 保健師の配置と体制強化につきましては，本庁及び４地区市民センターに地区担当保健師を配

置するほか，統括的な役割を担う保健師を保健福祉総務課に配置するとともに，基幹相談支援セ

ンターの保健師が，地域包括支援センターの支援を行うなど，保健師が積極的に参画する体制を

整えてきたところであり，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，地域包括ケアシス

テムの深化・推進に向けて，保健師の担う業務量・業務内容を精査し，必要な人員確保を図ると

ともに，各種研修会等に計画的に参加し，スキルアップを図るなど，保健師の人材育成に取り組

んでまいります。 
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３）【地域包括支援センターの機能強化】 

地域包括ケアシステムの中核を担う地域包括支援センターのサービスの質を確保するため、多職種

が提供するサービスを如何に切れ目なく総合的に提供するかがカギとなることから、地域包括⽀援

センター・⻭科診療所・病院・介護施設・薬剤師・薬局等の連携を強化し、地域ケア会議に出席を

要請するなど顔の見える関係を構築すること。 

また、地域内の医療・介護系の事業所のみならず、地域サロンや地縁団体等の活動を把握し、予防

と健康づくりを推進するとともに、地域包括支援センターのサービスの質・量の底上げを行うため、

地域包括支援センターが抱える困難事例に対しては、行政の相談支援体制の強化を図り、市が責任

をもって対応すること。 

所管課：高齢福祉課 

【回答】 

・ 地域包括支援センター・歯科診療所・病院・介護施設・薬剤師・薬局等の連携強化につきまし

ては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，地域住民のケースに応じて，多職種が

参加する地域ケア個別会議を開催し，個々の状況に応じた支援について検討するなど，顔の見え

る関係構築を推進することで，連携を強化してまいります。 

・ 予防と健康づくりの推進につきましては，サロンや自主グループなどの「地域の通いの場」に

おける活動状況等について実態調査を実施したところであり，平成３１（２０１９）年度におい

ては，この調査結果や健康づくり推進員の活動の状況など，地域の関係団体等に情報提供し，活

動内容の向上に活用いただくなど，介護予防・健康づくりを推進してまいります。 

・ 行政の相談支援体制の強化につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，

対応困難事例に対する相談支援や好事例を広めるための研修を開催するなど，各地域包括支援セ

ンターに対する支援に取り組んでまいります。 

２－３．生活支援体制の整備 

１）【第１層協議体の体制強化】 

第１層協議体は、主に資源開発（不足するサービスや担い手の創出・養成、活動する場の確保）中

心のプロデュース機能を有する協議の場であることから、実効性のある組織とする必要があり地域

診断をもとに本市全体の状況を把握したうえで、第１層協議体の体制を強化すること。 

所管課：高齢福祉課 

【回答】 

・ 第１層協議体の体制強化につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，

第１層協議体である社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会における検討と併せて，「地域包括ケ

ア推進会議」の「生活支援部会」においても，全市的な視点から，共通する課題や対応策を検討

し，その結果を第１層協議体にフィードバックすることで，より地域の実情にあった資源開発に

つなげるなど，課題解決に向けた取組の実効性を確保するほか，保健師活動によるこれまでの地

域診断に加え，人口構造や高齢者の要介護認定状況などの多角的な調査による，地域別のデータ

分析の実施に向けて検討し，調査結果を，本市全体の方向性に係る協議に活用するなど，第１層

協議体の体制強化に向けて，取り組んでまいります。 
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２）【第２層協議体の設置促進】 

第２層協議体の設置に向けては、地域福祉を推進する地区社会福祉協議会の理解と自治会やまちづ

くり組織などの地縁団体との合意形成が重要であり、住民意識の醸成及び第２層協議体の設置に向

けた地域介入には、科学的根拠に基づく地域診断の結果を活用し、住民主体の活動となるよう支援

すること。 

また、第２層協議体の連絡会などの開催や、各地域の支え合い活動を紹介する小冊子等を作成する

など、市域全体に情報を提供し、第２層協議体の早期全市域設置を目指すこと。 

所管課：高齢福祉課 

【回答】 

・ 第２層協議体の設置に向けた支援につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，保

健師活動によるこれまでの地域診断に加え，人口構造や高齢者の要介護認定状況などの多角的な

調査による，地域別のデータ分析の実施に向けて検討し，調査結果を地域に提示・共有するなど，

住民主体の活動となるよう支援してまいります。 

・ 第２層協議体の早期全市域設置につきましては，引き続き，第２層協議体の先行事例の紹介を

盛り込んだ勉強会や意見交換会の開催などを通じて，各第２層協議体の取組について広く情報提

供を行い，平成３２（２０２０）年度までの市全域における第２層協議体の設置を目指してまい

ります。 

 

 

２－４．生活支援コーディネーターの人材育成 

住民主体の活動には、事業の必要性を市民が理解し、行動に移すことが必要不可欠であることから、

「生活支援コーディネーター養成講座」などの講座を開催し、住民理解を促進すること。 

また、生活支援コーディネーターは、資格要件や人数制限等は設けず、地域の実情を熟知し、地域

の助け合いや支え合いを理解した上で、行動に移すことが出来る方を選任すること。 

所管課：高齢福祉課 

【回答】 

・ 生活支援コーディネーターにつきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，

地域ケア会議や地域の関係団体の会合の場などを活用した説明会等を通じて，市民理解の促進に

取り組むほか，第２層協議体で地域における支え合い活動の経験がある方等を選出するととも

に，県が開催する生活支援コーディネーター養成研修への参加を促進するなど，人材育成に取り

組んでまいります。 
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２－５．介護予防と生活習慣病予防の一体的実施【重点項目】 

特定高齢者は、健康診断の未受診者の割合が多いと言われており、介護予防事業に繋がりにくい現

状がある。地域サロンや自主グループ、老人クラブ等などの通いの場で、栄養パトロールチェック

を行い、保健師・管理栄養士・歯科衛生士による健康教室を実施するなど、高齢者が住み慣れた家、

地域で暮らし続けられるよう、健康寿命の延伸に向けて、低栄養・フレイル・生活習慣病等の重症

化の予防に取組むとともに、フレイルの兆候をチェック・支援する仕組みを構築すること。 

所管課： 高齢福祉課，健康増進課 

【回答】 

・ 低栄養・フレイル・生活習慣病等の重症化の予防につきましては，平成３１（２０１９）年度

においても，引き続き，地域サロンや老人クラブ等で，保健師による生活習慣病予防などの健康

教育を実施するとともに，自主グループやサロンで活動する高齢者の低栄養・フレイル予防のた

め，グループのリーダーなどに対して栄養士や保健師，運動指導員による講話や実技を行うなど，

介護の要因となる生活習慣病の重症化予防に取り組んでまいります。 

・ また，フレイルの兆候をチェック・支援する仕組みの構築につきましては，平成３１ 

（２０１９）年度においては，新たに，地域で介護予防活動に取り組む高齢者が握力などの身体

状況の変化を記録する事業の実施を検討することにより，地域包括支援センターがフレイルの兆

候を把握し，個々の状態に応じた介護予防事業につなげていくほか，集積した記録について，医

師などの意見も伺いながら，より効果的な仕組みについて検討してまいります。 
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２－６．認知症対策の強化 

認知症になっても安心して暮らしていける地域づくりを推進することが重要であることから、引続

き事業所や地域住民・児童生徒への認知症サポーター養成講座を実施するとともに、認知症の人の

支援ニーズに認知症サポーター等の地域の人材をつなげる仕組みの構築や、若年性認知症への支

援、認知症本人のピア活動の促進、認知症理解の普及啓発等に取り組むこと。 

また、認知症の本人やその家族に対する早期からの心理・生活の支援を行うため、認知症本人のピ

ア活動の促進や、認知症カフェの設置、行方不明時の早期発見・保護訓練の実施など、地域の活動

につながるよう支援を拡充するとともに、「認知症初期集中支援チーム」の周知及び活用を推進す

ること。 

所管課：高齢福祉課 

【回答】 

・ 認知症対策の強化につきましては，平成３１（２０１９）年度において，新たに，小売店舗や

金融機関など市民と接する機会が多い企業の認知症サポーター養成講座への受講促進を図ると

ともに，引き続き，栃木県と連携し,電話相談等を活用した若年性認知症への支援に取り組むほ

か，認知症月間において，街頭啓発活動や講演会等を集中的に実施するなど，認知症に対する市

民理解の普及啓発に取り組んでまいります。 

・ また，認知症の本人やその家族に対する早期からの心理・生活の支援につきましては，引き続

き，「認知症の人と家族の会」と連携し，認知症本人のピア活動の促進や認知症カフェの運営に

取り組むとともに，小型専用端末機の貸出や見守りステッカー等の配布や，自治会等が行う保護

訓練の情報提供など，認知症の人が行方不明になった際の早期発見・保護訓練の促進に取り組み，

認知症の家族や地域の活動につながる取組を支援してまいります。 

・ なお，認知症初期集中支援チームの周知・活用については，引き続き，民生委員や医療機関な

どに対し，研修会等により本市の仕組みを周知するとともに，地域ケア個別会議でチームによる

支援の必要性について検討を行うなど，随時，チームの周知及び活用を図ってまいります。 



 

平成３１年度 市民連合予算化要望 

 

 35 

２－７．高齢者の健康・居場所づくり 

介護予防事業等により利用者の増加が見込まれる老人福祉センターや地域集会所等については、需

要増に応じた環境整備と指導者等担い手の育成に取り組むこと。 

また、地域サロンの開設や近年競技人口が増加しているグラウンドゴルフが出来る多目的広場の設

置等は高齢者の健康増進・居場所づくりに大変有効であることから、空き家空き地の有効活用も含

め積極的に取り組むこと。 

所管課：高齢福祉課，保健福祉総務課，スポーツ振興課，住宅課，生活安心課 

【回答】 

・ 老人福祉センターや地域集会所等の需要増に応じた環境整備と指導者等担い手の育成につきま

しては，平成３０（２０１８）年度に実施した老人福祉センターの利用者に対するアンケートや

サロンや自主グループなどの「地域の通いの場」の実態調査を踏まえ，平成３１（２０１９）年

度は，利用者の需要に応じた教室等の見直しや指導者等担い手の育成に取り組むとともに，市社

会福祉協議会と連携してサロンの設置拡大や地域の通いの場の環境整備などについても検討し

てまいります。 

・ グラウンドゴルフが出来る多目的広場の設置につきましては，平成３１（２０１９）年度にお

いても，引き続き，既存のグラウンド等におけるグラウンドゴルフなどのニュースポーツ・軽ス

ポーツも含めた柔軟な運用を図っていくとともに，自治会などが自主的に空き地を確保して設置

するスポーツ広場の整備・修繕に係る費用に対して，「スポーツ広場整備補助金」により助成し

てまいります。 

・ これらの取組に加え，空き家空き地を有効活用する場合におきましては，平成３１（２０１９）

年度においても，官民連携組織である「宇都宮空き家会議」と連携を図り，情報提供などの支援

に取り組んでまいります。 
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２－８．介護離職の防止 

超少子高齢社会に伴い介護離職や介護疲れなどが社会問題化している。レスパイトケアや介護者

（ケアラー）向けメンタルサポート等の相談・支援を充実させるとともに、介護離職を防止するた

め、仕事と介護の両立支援等に取り組む事業者を増やすこと。 

所管課：高齢福祉課，商工振興課 

【回答】 

・ 介護者の離職防止に向けた相談・支援につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，

引き続き，介護者の負担を軽減するため，ショートステイなどの介護サービスの案内や利用に向

けた調整など，ケアマネージャーによる支援を行うとともに，「家族介護教室」や「家族介護交

流会」を開催し，介護者に対して支援をしてまいります。 

・ また，事業者の仕事と介護の両立支援等の取組の促進につきましては，引き続き，事業者向け・

勤労者向け啓発冊子や，介護者との接触が多い地域包括支援センターやケアマネージャーを対象

にした説明会などを活用し，介護しながら働く方の権利や事業主の義務等を周知するとともに，

「人材確保・定着促進のための事業所向けセミナー」において，介護休業の取得・職場復帰，介

護のための勤務制限制度の利用を円滑にするために必要な取組の説明や，それらの取組を行った

場合に支給される国の助成金等を紹介するなど，仕事と介護の両立支援に取り組む事業者が増加

するよう努めてまいります。 

２－９．成年後見制度の活用 

財産及び不動産を所有するも判断能力がなく、生活力のない方に対しては、成年後見制度の利用が

有効であることから、市町村長申立権及び成年後見制度利用支援事業の円滑な利用を進めるととも

に、身上監護に当たっては、成年後見制度の活用と福祉サービスの連携を円滑に行うこと。 

また、個人事業主及び個人が成年後見制度を請け負う場合、その継続が円滑に行われるよう成年後

見のセンター化を推進すること。 

所管課：高齢福祉課，障がい福祉課，保健予防課，保健福祉総務課 

【回答】 

・ 成年後見制度の活用につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，支援

する親族等がいない方に対する市長申立や，低所得者に対する後見人報酬の助成など，適切な制

度の運用を行うとともに，身上監護については，後見人等と連携しながら，必要なサービスを利

用できるよう支援してまいります。 

・ また，成年後見人等への支援につきましては，引き続き，成年後見制度の相談・支援を担う家

庭裁判所や宇都宮市社会福祉協議会の「権利擁護・成年後見センター」と連携しながら，取り組

んでまいります。 
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障がいのある人の生活を充実する 

１）【障がい者支援の充実】 

障がい者の社会参加や経済的な負担を軽減するため、全ての公共交通において利用者負担の軽減が

図れるよう、民間交通事業者とともに対策を行うととともに、精神障がい者や難病疾患者に対して

も同様の医療費助成、移動支援が受けられるよう制度の見直しを行うこと。 

また、聴覚障がい者に必要な手話通訳者の養成や、遠隔手話サービスが行えるタブレット端末の公

共機関への設置等、移動やコミュニケーションに問題を抱える障がい者にやさしいまちづくりに取

り組むこと 

所管課：障がい福祉課 

【回答】 

・ 公共交通における利用者負担につきましては，鉄道・バス等の交通事業者において，身体障が

い者手帳や知的障がいの療育手帳を所持している方に運賃割引を実施し，負担軽減が図られてい

ることから，精神障がい者保健福祉手帳を所持している方や難病患者の方に対する負担軽減の実

施についても働きかけを行ってきたところでありますが，負担軽減が図られていない状況にあり

ます。 

・ このような中，精神障がい者や難病疾患者に対する医療費助成及び移動支援につきましては，

平成３１（２０１９）年度におきましても，引き続き，「自立支援医療（精神通院医療）」による

医療費自己負担分の軽減や一定の要件を満たす指定難病患者に対する医療費の一部助成を実施

するほか，精神障がい者保健福祉手帳を所持している方に対する公共交通機関の利用に係る交通

費の一部助成や，難病患者に対する地域内交通の運賃割引を実施するなど，精神障がい者や難病

患者に対する交通費及び医療費助成を実施し，障がい者にやさしいまちづくりに取り組んでまい

ります。 

・ また，聴覚障がい者への支援につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続

き，障がい福祉課に配置したタブレット端末を利用した手話通訳サービスを実施するほか，手話

通訳者・要約筆記者，各種奉仕員の養成講座の実施や派遣などに努めてまいります。 
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２）【障がい者就労の確保】 

障がいを持った方が自立した生活が出来るよう、県の障がい者就業・生活支援センターや障がい者

職業センター、ハローワークや特別支援学校等と連携し、障がい者と雇用する事業者の就労支援・

賃金向上支援に取り組むとともに、Ｈ３４年には障がい者の法定雇用率が再度引き上げられること

から地方公共団体・教育委員会・民間事業者に対する法定雇用率確保に向けた取り組みを強化させ

ること。 

なお、算定基礎の要件への合致が確認できる仕組みを作り障がい者法定雇用率が適切に遵守される

よう指導を徹底されたい。 

所管課：障がい福祉課，商工振興課，人事課 

【回答】 

・ 障がい者の就労支援につきましては，平成３１（２０１９）年度におきましても，引き続き，

「宇都宮市障がい者自立支援協議会就労支援部会」において御意見をいただきながら，「障がい

者就職ガイダンス」や「福祉サービス事業所見学会」を実施するほか，障がい者など就職困難者

を雇用した企業に対する奨励金の支給などにより，障がい者の就職支援に取り組むとともに，障

がい者の工賃向上に向けた，「わく・わくショップＵの運営」や「障がい者工賃ステップアップ

事業」などに取り組むなど，企業等からの下請け業務などを受注できるよう，障がい福祉事業所

との新たなマッチングの支援の実施について検討してまいります。 

・ 障がい者の法定雇用率確保に向けた取組につきましては，引き続き，国のガイドラインを遵守

しながら，法定雇用率の達成に努めるとともに，事業所に対しましては，事業者向け啓発冊子「事

業所便利帳」に障がい者法定雇用率などを掲載し，配布するなど，周知・啓発に取り組んでまい

ります。 
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３）【障がい者サービスの充実】 

今年度改定された「第５期宇都宮市障がい福祉サービス計画」及び「第１期宇都宮市障がい児福祉

サービス計画」を着実に推進し障がい者サービスの充実を図ること。 

また、国において障がい者手帳をより携帯しやすいカードサイズに変更するための省令変更が検討

されていることから、本市で発行する障がい者手帳のカード化についても早期導入が可能となるよ

う必要な予算措置を講じること。 

所管課：障がい福祉課，子ども発達センター 

【回答】 

・ 障がい者サービスの充実につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，

「第５期宇都宮市障がい福祉サービス計画」及び「第１期宇都宮市障がい児福祉サービス計画」

の目標達成に向けて，グループホームの設置促進や医療的ケア児への支援など，計画に位置づけ

た取組を着実に進めてまいります。 

・ 障がい者手帳のカード化につきましては，平成３０（２０１８）年度，国において新たに導入

の検討方針が示されており，今後，関係政省令の改正が予定されておりますことから，平成３１

（２０１９）年度におきましては，国の動向を注視しながら，カード化に対する障がい者の意見

や県の動向の把握に努めるなど，導入の検討に取り組んでまいります。 

４）【差別の防止】 

障がい者差別解消法に基づき、障がい者が社会の一員として尊厳をもって生活出来るよう、差別の

防止や、合理的な配慮の推進、差別や権利侵害を防止するための啓発・相談事業等の充実・強化に

継続して取り組むこと。 

所管課：障がい福祉課 

【回答】 

・ 障がい者に対する差別の防止や合理的な配慮の推進等につきましては，平成３１（２０１９）

年度においても，引き続き，市障がい福祉課に設置した障がい者差別解消に係る窓口において，

障がい者からの相談に適切に対応するほか，「宇都宮市障がい者差別解消支援地域協議会」にお

いて，差別的取扱いの発生防止や合理的配慮の提供に係る情報提供を行うとともに，ヘルプマー

ク・ヘルプカードのポスターによる周知や配布，プロスポーツイベントなどでの合理的配慮の提

供に係る啓発動画の放映など，幅広く差別や権利侵害を防止するための周知啓発を行ってまいり

ます。 
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５）【障がい者支援ネットワークの構築】 

障がい者向け福祉サービスの「サービス等利用計画」の作成を引き続き推進するとともに、利用計

画作成にあたりパートナーとなる「相談支援事業者」や「相談支援専門員」の育成を強化し、支援

の充実を図ること。 

また、「第５期宇都宮市障がい福祉サービス計画」及び「第１期宇都宮市障がい児福祉サービス計

画」で掲げる施策を推進するためには福祉関係事業所や医療機関、支援団体等との更なる連携が必

要であることから、総合的な障がい者支援ネットワークを構築すること。 

所管課： 障がい福祉課，子ども発達センター 

【回答】 

・ 「サービス等利用計画」につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，

全ての利用者が最も適切なサービスを受けられるよう，相談支援事業者と連携しながら，「サー

ビス等利用計画」の作成に取り組むとともに，利用者支援向上のための事例検討や専門知識の向

上のための研修会等を実施するほか，相談支援専門員に対し，栃木県が実施する「初任者研修」

や「現任研修」の受講を促すなど，「相談支援事業者」や「相談支援専門員」の育成や支援に取

り組んでまいります。 

・ また，総合的な障がい者支援ネットワークの構築につきましては，引き続き，障がい者自立支

援協議会や発達支援ネットワーク会議等を通じて，福祉関係事業所や医療機関，当事者団体など

との更なる連携を図ってまいります。 

６）【インクルーシブ教育の推進】 

インクルーシブ教育が推進されるよう、幼保・義務教育機関の障がい児の受入に対する職員の増強、

障がいの適切な理解等、受入体制を充実させインクルージブ教育の推進を図ること。 

また、近年増加する傾向にある医療的ケア児の幼児教育、学校での受入が拡大できるよう必要な措

置を講じること。 

所管課：教育センター，保育課，子ども発達センター 

【回答】 

・ インクルーシブ教育の推進につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，

学校生活補助員や要配慮特別支援学級対応指導助手等を配置するとともに，障がいの適切な理解

を進めるために教職員研修の充実を図るほか，学校からの支援要請に対して学校生活適応支援ア

ドバイザー等の教育センター職員を派遣し，障がいのある児童生徒への合理的配慮の提供に係る

指導助言を行う等，受入体制の充実に努めてまいります。 

・ 医療的ケア児の学校での受入れにつきましては，これまでも，小中学校において学ぶことにな

った場合は，看護師の資格を有する支援員を配置して，医療的ケアを実施しており，平成３１ 

（２０１９）年度においても，引き続き学校での受入体制を整えてまいります。 

・ また，保育園等におきましては，「宇都宮市発達支援ネットワーク庁内推進委員会」において，

代替看護師などを活用した職員配置の充実や，緊急時に適切に対応するためのマニュアルの作成

など，受入強化に向けた検討を行ってきたところであり，平成３１（２０１９）年度におきまし

ては，医療的ケア児について理解促進を図るための研修会を強化するほか，施設長を対象にマニ

ュアル等を活用した説明会を実施するなど，受入環境の整備に取り組んでまいります。 



 

平成３１年度 市民連合予算化要望 

 

 41 

７）【発達障がい児の早期対応】 

発達障がい児等の気になる子に対する早期発見、早期支援体制の充実に努めるとともに、マルトリ

ートメントによる神経発達症が増加傾向にあることから、早期に医療機関と連携できる体制を構築

すること。 

また、発達障がい児者及びその家族の支援を推進するため、同じ悩みを持つ本人同士や発達障がい

児者の家族に対するピアサポートや、ペアレントトレーニング等を実施すること。 

所管課：子ども発達センター 

【回答】 

・ 発達障がい児の早期対応につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，

子ども発達センター等の小児科専門医師が，保護者からの聞き取りや子どもの行動観察・発達検

査の結果から総合的な知見のもと早期発見に努めていくとともに，特に不適切な養育環境にある

児については，地域の子育て拠点や保育所など関係機関とより一層連携し，保護者へのきめ細か

な対応など早期支援体制の充実に努めてまいります。 

・ また，発達障がい児の家族に対しましても，引き続き，心理相談員によるカウンセリングや，

家族が互いの悩みを共有しながら障がい児への適切な対応方法を学ぶペアレントトレーニング

等の実施により，家族が抱える様々な悩みや不安，負担感の軽減を図れるよう家族支援の充実に

向けた取組を推進してまいります。 

４ 生活困窮者の自立支援 

１）【生活保護受給者の自立支援】 

生活保護受給者の受給資格を定期的に点検し適正な支給に努めること。 

また、生活保護受給者に対する就労支援は着実に効果を上げていることから、ハローワークとの連

携を継続し、自立による生活保護からの早期卒業を目指した早期の就労・生活支援が行える人的配

置を含めた自立支援体制の充実・強化に継続して取り組むこと。 

所管課：生活福祉第１課，生活福祉第２課 

【回答】 

・ 生活保護受給者の受給資格につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，

ケースワーカーが，世帯状況に応じ，定期的な訪問調査を実施し，受給者の生活実態の的確な把

握に努めるとともに，適宜，収入申告書及び資産申告書の提出を受け，内容審査を徹底して行う

ほか，全世帯を対象とした課税調査を行うなど，生活保護の適正な実施に努めてまいります。 

・ また，生活保護からの早期自立を目指した就労・生活支援につきましては，平成３１ 

（２０１９）年度においても，引き続き，「ハローワークとの一体的な支援」のほか，「就労促進

指導員による支援」や「民間事業者への委託による支援」，「ケースワーカーによる個別支援」の

４つの支援プログラムを実施するなど，早期自立に向けたきめ細やかな支援を行うことにより，

自立支援体制の充実に努めてまいります。 
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２）【生活困窮世帯の自立支援】 

生活保護にいたる前の生活困窮者に対する自立支援対策が極めて重要であることから、生活に関す

る相談支援体制の強化や、生活困窮者自立支援制度における全ての任意事業に取り組むこと。 

また、生活保護受給者に対する定期的な訪問調査により対応困難事例が発生した場合には組織的な

ケース対応を行い重度化の抑制を図ること。 

所管課：生活福祉第２課，生活福祉第１課 

【回答】 

・ 生活保護に至る前の生活困窮者への自立支援対策につきましては，平成３１（２０１９）年

度においても，引き続き，「生活困窮者自立支援法」に基づき，「自立相談支援事業」，「住居確

保給付金の支給」，「就労準備支援事業」，「学習支援事業」の生活困窮者にとって効果が高い 

４つの事業を実施するほか，生活困窮者が抱える様々な問題について相談に応じるなど，相談

支援体制を強化し，早期自立に向けたきめ細やかな支援に努めてまいります。 

・ 生活保護受給者の対応困難事例につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き

続き，関係機関と連携を図りながら，福祉事務所においてケース診断会議を開催するなど，組織

的な対応を行い，重度化の抑制に努めてまいります。 

 

３）【貧困の連鎖の防止】 

貧困の連鎖に歯止めをかけるため、生活困窮世帯の児童・生徒に対する学習支援を継続するととも

に、生活困窮世帯や児童養護施設の退所者等に対する生活・就職等のアフターケア事業の充実を図

り、自立に向けた支援を継続して行うこと。 

所管課：生活福祉第２課，生活福祉第１課，子ども未来課 

【回答】 

・ 生活困窮世帯に対する学習支援につきましては，平成３１（２０１９）年度において，新たに，

高校進学後の中退防止に向けた支援や，学習支援教室の定員数の拡充を検討するなど，関係機関

と連携した事業の充実を図ってまいります。 

・ 児童養護施設の退所者に対するアフターケア事業につきましては，平成３１（２０１９）年度

においても，引き続き，県が支援する「とちぎユースアフターケア事業協同組合」の要請を受け，

市役所や銀行での手続きなど，社会生活を営むうえで必要となる勉強会の開催を支援するととも

に，様々な状況にある青少年に対して個別面談を実施し，就労支援等に取り組むなど，自立に向

けた支援を行ってまいります。 
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Ⅲ．「安全・安心の未来都市」の実現に向けて（安心・協働・共生 分野） 
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危機への備え・対応力の強化 

１－１．避難拠点の機能強化【重点項目】 

災害発生時に避難所となる小中学校の体育館では受水槽を経由し水道に給水している施設が多く、

電源が喪失した場合には断水により避難所の水道・トイレの使用が出来ない可能性があることか

ら、早急に体育館の水道への直結を行い避難拠点としての機能向上を図ること。 

所管課：危機管理課，学校管理課 

【回答】 

・ 体育館の水道への直結による避難拠点の機能強化につきましては，本市では，避難所の飲料水

については，給水車による給水や「飲料水兼用耐震性貯水槽」の整備，ペットボトル飲料水の備

蓄などにより確保しているところであり，トイレなどを含む生活用水ついては，各小中学校のプ

ールの水をろ過し確保することとしていることから，平成３１（２０１９）年度についても，引

き続き，必要な物資等の備蓄や水の確保に努めるとともに，体育館の水道への直結については，

必要性も含め検討していまいります。 

１－２．溢水被害対策 

近年多発する豪雨の被害状況を踏まえ、公共下水道雨水整備計画に定める重点配水区や、都市河川

等の適切な機能強化に継続して取り組むとともに、近年の豪雨により頻繁に溢水する雨水排水管路

においては暫定措置を含め別途対策を講ずること。 

また、整備を進めるＬＲＴ沿線では陽東地区の鬼怒通り等道路冠水が頻繁に発生する箇所があるこ

とから道路管理者と連携のもと安全対策を徹底して行うこと。 

所管課：河川課，下水道建設課，道路保全課 

【回答】 

・ 公共下水道雨水幹線の整備につきましては，現在，「公共下水道雨水整備計画改定計画」に基

づき，重点排水区における雨水幹線の整備を進めているところであります。このような中，平成

３０（２０１８）年度において，本計画の中間見直しを行っているところであり，この見直しに

おきまして，市内の道路冠水箇所など浸水被害状況について調査した結果，陽東４丁目など早期

に整備する必要がありますことから，これらを新たに重点排水区に位置づけるなどの作業に取り

組んでいるところであります。平成３１（２０１９）年度におきましても，新たに位置づける重

点排水区も含め，雨水幹線の整備を計画的に進めてまいります。 

・ 都市河川等の適切な機能強化につきましては，都市基盤河川奈坪川や準用河川越戸川バイパス

などの河川改修を計画的に推進するとともに，溢水被害の軽減を図るため，河川の流下能力を最

大限に発揮できるよう，浚渫や除草などの適正な維持管理を行ってまいります。 

・ 雨水排水管路による対策につきましては，道路側溝整備や透水性舗装，浸透施設の設置による

雨水の流出抑制を行うとともに，既存の排水施設が能力を発揮できるよう側溝を清掃するなど，

引き続き，道路冠水の軽減に努めてまいります。 

・ 平成３１（２０１９）年度におきましても，これらの取り組みを着実に進め，溢水被害対策の

充実・強化に努めてまいります。 
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１－３．支援物資の受入強化 

民間団体・企業との防災協力事業所等の登録数増加に取り組むとともに、支援物資の受け入れや管

理・輸送等に民間物流事業者のノウハウ等を活用できるよう、災害発生時における物資輸送に関す

る協定事業者との受入訓練等を行い有事の際に円滑な対応が図れるよう、災害対応力の習熟を図る

こと。 

また、洪水ハザードマップの改訂を踏まえ、各地域の災害想定や実状に応じた指定避難場所の見直

しや、実践的な避難誘導訓練・対策に取り組む自主防災組織への支援を充実させるなど防災・減災

対策の強化に継続して取り組むこと。 

所管課：危機管理課，消防局予防課 

【回答】 

・ 防災協力事業所の登録数につきましては，平成３０（２０１８）年１１月末現在，１０５の事

業所等が登録しており，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，宇都宮商工会議所の

会報誌などを通して周知を行い，事業所等の登録数増加に取り組んでまいります。 

・ 物資輸送に関する協定事業者との受入訓練等につきましては，平成３１（２０１９）年度にお

いても，引き続き，市総合防災訓練における救援物資搬送訓練を通して，災害対応力の習熟を図

ってまいります。 

・ 避難場所の見直しにつきましては，平成３０（２０１８）年度において，田川・姿川洪水ハザ

ードマップの改訂に伴う浸水想定区域内の避難場所の指定の見直しを行ったところであります。 

・ 自主防災組織への支援の充実につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続

き，「自主防災会役員・リーダー研修会」や「宇都宮市自主防災会連絡会議」の内容充実を図る

ほか，地域の防災訓練に計画の段階から助言を行い，職員・消防団員を派遣し，より実践的な訓

練となるよう努めるなど，支援を充実してまいります。 

 

１－４．災害時要支援者制度の継続的な見直し 

災害時要支援者に対する情報更新や地域内での引き継ぎに不備があり有事の際に要支援者リスト

が活用出来ない自治会もあるため、行政保有情報の共有や地域保有リストの更新・点検の仕組みを

見直し、制度の実効性を高めること。 

所管課：保健福祉総務課，高齢福祉課，障がい福祉課 

【回答】 

・ 災害時要支援者制度の継続的な見直しにつきましては，平成３０（２０１８）年度において，

市と地域の間の情報共有や地域内での情報更新・引継ぎが円滑にできるよう，災害時要援護者名

簿の内容に変更が生じた場合の市と地域との情報のやり取りの方法や，定期的な情報更新の方法

について，手引き内容を見直すとともに，平成３１（２０１９）年度におきましては，各地区へ

の説明を行い，制度の理解促進を図るなど，市と地域が両輪となって運用し，実効性のある制度

となるよう努めてまいります。 
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１－５．消防力の強化 

消防団員の平均年齢が４０歳を超えていることから管轄部内での円 滑な交代や新規団員が容易

に確保できるよう広報活動を強化するとともに、団員確保に向けて自治会との連携が図れる仕組み

を構築すること。 

また、昨年総務省の１１９番通報の多様化に関する検討会報告書に示された通り、近年のスマート

フォンの普及を背景に、会話に不自由な聴覚・言語機能障害者等が、スマートフォンの画面へのタ

ッチ又は文字入力により、１１９番通報できるＮｅｔ１１９緊急通報システムが全国の消防本部で

約２割導入されていることから本市においても同様の仕組みを検討し通報の多様化への対応を早

急に行うこと。 

所管課：消防局総務課，消防局通信指令課 

【回答】 

・ 消防力の強化のうち，消防団員確保のための広報活動と自治会との連携につきましては，平

成３１（２０１９）年度においては，大学生などが消防団活動に尽力し，地域社会に貢献した

功績を認証する「宇都宮市学生消防団活動認証制度」について，市内大学に加え，専門学校や

成人式においても募集を行うなど，若い世代の消防団員の更なる確保に取り組むとともに，引

き続き，自治会や自主防災会などに消防職員が出向き，消防団活動の理解促進や消防団員募集

を行うなど，自治会と連携した消防団員の確保に取り組んでまいります。 

・ 緊急通報手段の多様化への対応につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，市

民の安全・安心のより一層の向上を図るため，聴覚・言語機能に障がいのある方が利用しやす

く，また，事前に登録した氏名，住所などの情報が迅速・正確に消防に伝わり，これまで以上

に速やかな初期対応が行える「Ｎｅｔ（ネット）１１９緊急通報システム」の早期の導入に向

けて取り組んでまいります。 

 

１－６．テロ対策の強化 

東京オリンピックなどの大規模な国際イベントの開催を控え、国際的な テロの標的になりうるリ

スクが増加していることから、大規模な集客イベントや日常的に多くの来訪者が訪れる施設・会場

に対しての防犯・セキュリティ体制の強化に主催者・警察・警備会社等と連携を密にして取り組む

とともに、犯罪の抑止や警備上必要となる防犯カメラ等の整備に継続して取り組むこと。 

所管課：危機管理課，生活安心課 

【回答】 

・ イベント会場の安全確保につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，

「イベント開催における危機対策の手引き」に基づき，会場巡回の注意点や不審者・不審物等へ

の対応などに留意するよう，主催者に対し助言・指導するなど更なる安全確保を働きかけるとと

もに，警察等との連携強化を図りながら，市民の安全・安心の確保に努めてまいります。 

・ 市有施設につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，職員による巡回や来庁者へ

の声かけなど，人の目による対策を基本とし，個人情報の取扱いに十分配慮しながら，施設の

状況に応じて防犯カメラを設置するなど，防犯対策の強化に努めてまいります。 
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２ 日常生活の安心を高める 

２－１．空き家対策の推進 

空き家条例・対策の効果を継続的に検証し、市民の良好な生活環境が害されないよう管理不全な空

き家の指導・対策の強化を図るとともに、所有者不明の空き家・空地や相続が適切になされていな

い物件に対する対策を強化すること。 

また、管理不全な空き家を発生させないことが重要であることから、相続に対する生前対策や宇都

宮空き家会議で取り組む官民連携の取り組みを強化し民間資産の効果的な活用を推進すること。 

所管課：生活安心課，住宅課，資産税課 

【回答】 

・ 空き家対策の推進につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，「空家等対策の推

進に関する特別措置法」に基づく指導等の徹底を図るとともに，「民法」に基づく財産管理制度

を適用するなど，所有者不明等の空き家・空地への対策に取り組んでまいります。 

・ また，空き家の発生抑制と有効活用につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，

死亡届提出時や固定資産税納税義務者の相続人代表者選任依頼書送付時にチラシを配布し，相続

登記に係る啓発を行うとともに，「宇都宮空き家会議」と連携を図りながら，平成３０ 

（２０１８）年度内の開設に向け，準備を進めている空き家バンクの活用をはじめ，遺言や後見

制度の生前対策を促進する「空き家セミナー」の開催，所有者等の意向を踏まえた売却等の取り

次ぎ支援などに取り組んでまいります。 

２－２．特殊詐欺対策 

特殊詐欺の被害が継続して発生しているとともに、手口が悪質化・巧妙化している現状を踏まえ、

利用者のニーズを踏まえた特殊詐欺電話撃退機器貸出の運用見直しや、最新の詐欺手口・対策法等

の周知・啓蒙に警察等の関係機関と連携のもと取り組みを強化し、特殊詐欺被害の撲滅を図ること。 

所管課：生活安心課 

【回答】 

・ 特殊詐欺対策につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，多様な媒体

を活用した広報啓発を実施するとともに，特殊詐欺撃退機器の貸出事業につきましては，より効

果的な運用方法について検討するほか，平成３０（２０１８）年１１月に創設した，「特殊詐欺

被害防止協力店登録制度」を周知し，店内放送や来店者への声掛けに取り組む店舗の登録を進め

るなど，地域や警察，事業者等の関係機関・団体と連携を図りながら，取り組んでまいります。 
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３ 市民が主役のまちづくりの推進 

３－１．市民参加の機会拡充 

今後迎えることとなる厳しい社会情勢を生き抜く為には市民と共同で様々な物事を決めていくプ

ロセスが重要となることから、行政計画の策定やまちづくりのコアとなる中核施設、地域施設等の

更新時等に市民参加型のワークショップ等の手法を導入し、市民参加の機会確保と市民のアイデア

やニーズの行政計画反映を図ること。 

所管課： みんなでまちづくり課，広報広聴課 

【回答】 

・ 市民参加の機会拡充につきましては，これまでも，行政計画に市民の御意見を反映させる「パ

ブリックコメント制度」の実施や，計画策定時における地区別説明会を開催するほか，附属機関

等の設置に際し委員の公募を行うなど，内容に応じた意見聴取の手法を選択しながら市民の声の

反映に努めております。 

・ 平成３１（２０１９）年度につきましても，引き続きこれらの事業に取り組み，より多くの市

民の方々の市政参画に努めるとともに，市民・行政などが連携・協力して取り組む市民協働のま

ちづくりを推進してまいります。 

 

３－２．自治会活動の活性化 

まちづくりの課題が複雑かつ高度化していることから、地域課題に取り組むまちづくり組織や自治

会活動への支援や、自治会の加入促進、地域リーダー等の人材育成等の支援を充実させること。 

また、地域活動の拠点となる自治会集会場等の設置支援に対してもＮＣＣの拠点誘導区域内への集

会場誘導施策や、都市部の建設用地の土地購入に対する支援の拡充など、まちづくりや自治会ニー

ズを踏まえた支援制度の拡充等を行い自治活動の活性化を図ること。 

所管課： みんなでまちづくり課，都市計画課，市街地整備課 

【回答】 

・ 地域まちづくり組織や自治会の活動に対する支援につきましては，平成３０（２０１８）年度

に引き続き，地区市民センターなどの地域行政機関が，まちづくり活動に関する相談や運営支援

など，地域に寄り添いながら取り組んでいくとともに，「自治会の加入促進」につきましては，

本市への転入時や地域との関わりが増える子どもの就学時などの機会を捉えた加入の働きかけ

や，集合住宅入居者に対する加入への意識啓発の強化など，宇都宮市自治会連合会と連携・協力

し，取り組んでまいります。 

・ 地域リーダーなどの人材育成等の支援につきましては，多くの住民が地域活動に参加するきっ

かけや，将来を担う人材発掘・育成に寄与する「まちづくり活動応援事業」を構築中であり，平

成３１（２０１９）年度内の本格実施を目指してまいります。 

・ 自治会集会場等の設置支援制度の拡充につきましては，平成３０（２０１８）年度に把握した

自治会のニーズを踏まえながら，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，「地域集会

所等建設費補助金」や「空き家再生支援事業補助金」の制度周知に努めるとともに，空き家の活

用や地区市民センターや地域コミュニティセンター等の近隣公共施設の利用など，地域の実情に

応じた拠点施設の確保を支援し，自治会活動の活性化を図ってまいります。 
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３－３．男女共同参画の推進（女性の活躍推進） 

社会における雇用機会の平等や、男女共同で出産や育児・介護などに取り組める環境を整備・推進

するとともに、女性の活躍推進や長時間労働の是正、ワークルールの遵守等の働き方改革を推進し、

市内事業主への指導を強化すること。 

また、意思決定の場への女性の登用においては道半ばであることから、企業や自治会・地域活動団

体等においても登用促進が図られるよう、施策の強化に努めること。 

所管課：男女共同参画課，商工振興課 

【回答】 

・ 雇用機会の平等や，出産や育児・介護などに取り組める環境の整備・推進につきましては，平

成３１（２０１９）年度においても，引き続き，男女の性別に関わりなく個性と能力を発揮でき

る，働きやすい職場づくりに積極的に取り組んでいる市内事業者を表彰する「きらり大賞」を実

施するとともに，女性活躍に積極的に取り組んでいる企業等で構成する「みやシャイン女性活躍

推進協議会」等と連携しながら，市内企業の女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定支

援の充実を図るなど，男女共に働きやすい職場環境整備・推進に取り組んでまいります。 

・ また，女性の活躍推進や長時間労働の是正，ワークルールの遵守等の働き方改革の推進につき

ましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，一般事業主行動計画策定支援の充

実を図るほか，事業者向け啓発冊子や「働き方改革推進セミナー」の開催を通して，労働関係法

令や働きやすい職場づくりに必要な取組・好事例を紹介するなど，市内事業者への周知啓発に取

り組んでまいります。 

・ 意思決定の場への女性の登用促進につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引

き続き，経営者等を対象とした働き方マネジメント講座の開催や，男女共同参画情報誌などを活

用した啓発を行うとともに，新たに，自治会や地域活動団体等に向けて，身近な地域における女

性の活躍事例等を発信するなど，女性の更なる登用促進に取り組んでまいります。 
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３－４．深刻な人権侵害に対する対応強化 

１）【ＤＶ・ストーカー相談の支援強化】 

ＤＶ、ストーカーなどの相談件数が増加しているため、民間支援団体と連携強化や、相談・被害者

救済への対応力強化、被害者の精神的サポートを含めた自立支援の充実を図る等、被害者への迅速

な支援ができるよう、多核的な取り組みを充実させるとともに、道徳教育とあわせ中学校でのデー

トＤＶ防止等の人権教育を全校で推進すること。 

また、第 2次宇都宮市配偶者からの暴力対策基本計画が最終年度を迎えることから施策・事業の効

果を検証し次期計画の策定に取り組むこと。 

所管課：男女共同参画課，学校教育課 

【回答】 

・ ＤＶ，ストーカー等の相談・被害者への対応につきましては，平成３１（２０１９）年度にお

いても，被害者のニーズを的確に把握し，法律相談や専門家によるカウンセリングにつなぐとと

もに，民間支援団体と連携し，被害者や子どもの心身回復に向けた交流事業などの自立支援事業

の実施に取り組んでまいります。 

・ また，近年ではＳＮＳの普及などにより，デートＤＶ被害が多様化，低年齢化していることか

ら，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，全小中学校の人権教育主任を対象とした

人権教育研修においてデートＤＶ防止の重要性の説明や，デートＤＶ防止出前講座の周知に取り

組むとともに，道徳科の授業において人権に関する現代的な課題を積極的に取り上げることによ

り，課題を自分との関係で捉え，その解決に向けて考え続ける意欲や態度を育てるなど，人権侵

害を防ぐ実践力を身に付けさせる取組を促進してまいります。 

・ さらに，次期計画の策定につきましては，現行計画の施策・事業の評価を行い，市民意識調査

やＤＶ被害者への実態調査を踏まえ，ボランティアを活用した啓発事業や就労支援の充実を図る

など，ＤＶを許さない社会づくりや相談から自立に向けた切れ目のない支援に取り組んでまいり

ます。 
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２）【性犯罪・虐待等への対策・教育】 

性犯罪・性暴力・ＤＶ・ストーカーや児童・障がい者・高齢者等に対する虐待は自己の羞恥心や自

責の念、周囲の人間との関係等から誰にも相談できずに潜在化しやすいことから、とちぎ性暴力被

害者サポートセンターやアコール、学校等関係機関や支援団体と連携・協力し、早期の段階から精

神科医や臨床心理士等によるカウンセリングが受けられる体制の構築や、相談体制の強化に取り組

むとともに、被害者に対する生活の安定を確保するための居住や就労支援策の強化に取り組むこ

と。 

また、被害にあわない・加害者にならないために、あらゆる機会を通じて教育や広報・啓発等の取

り組みを行い、人権尊重と犯罪の防止に継続して取り組むこと。 

所管課： 男女共同参画課，子ども家庭課，障がい福祉課，高齢福祉課 

【回答】 

・ 深刻な人権侵害に対する対応強化につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引

き続き，関係機関や地域との連携により早期発見，早期対応に努め，初期の段階で被害者のニー

ズを的確に把握し，カウンセリングや専門的な機関へつなげ，その後の被害者支援についても，

民間団体等と連携し生活の場や居場所の確保のほか，被害者の自立に向けた就労支援等を適切に

行ってまいります。 

・ また，警察・弁護士会・医師会等で構成する，「虐待・ＤＶ対策連携会議」において，相互の

課題や情報の共有を図るとともに，学校・自治会等において出前講座を行うなど，性犯罪や虐待

等は重大な人権侵害であるとの認識のもと，教育・広報・啓発に取り組んでまいります。 
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３）【多様性を尊重する社会の推進】【重点項目】 

多文化共生社会では国際問題ともなりやすい国籍や民族、宗教等による差別の防止やお互いの文化

を認め合う社会の醸成に向け取り組みを推進すること。 

また、近年世界的に人権尊重の認知が進んでいるＬＧＢＴ等のセクシャルマイノリティに対する社

会的な不利益をなくすため、いじめ防止基本方針に定めるＬＧＢＴ生徒の保護を具現化するために

必要な学生服の選択制や多目的トイレの増設、偏見を無くすための正しい知識を育む教育の充実等

に取り組むとともに、パートナーシップ証明制度の導入等による社会的な不利益の解消や差別や偏

見の撲滅に向けた社会意識の醸成に積極的に取り組むこと。 

所管課：国際交流プラザ，男女共同参画課，学校教育課，学校管理課 

【回答】 

・ 多文化共生社会の実現に向けては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，地域に

住む外国人が自国の文化等を紹介する国際理解講座において，開催地区の拡大や内容の充実を図

りながら，互いの国籍等による文化的違いを認め合う多文化共生意識の醸成に取り組んでまいり

ます。 

・ 人権に対する教育・対策につきましては，小中学校において，人権意識の涵養を目的とした人

権教育を展開しており，文部科学省から出された性同一性障害等に係る児童生徒に対するきめ細

かな対応等の通知や，宇都宮市いじめ防止基本方針を踏まえ，教員自身がＬＧＢＴへ理解を深め

られるよう研修を実施するなど対応の強化を図っております。平成３１（２０１９）年度におき

ましては，引き続き，全小中学校の人権教育主任を対象とした研修会等における情報提供を実施

するほか，校長会と連携し，制服の在り方について研究を行ってまいります。 

・ また，学校トイレの使用につきましては，文部科学省の通知に基づき，ＬＧＢＴに配慮し，職

員トイレや多目的トイレを活用することとしており，現在，小学校３７校，中学校１７校の計 

５４校に多目的トイレを設置したところであります。引き続き，児童生徒が安心して学校生活を

送ることができるよう，学校施設の大規模な改修などに併せて，多目的トイレの整備に取り組ん

でまいります。 

・ さらに，パートナーシップ証明制度の導入等による社会的な不利益の解消や差別や偏見の撲滅

に向けた社会意識の醸成につきましては，引き続き，効果的な手法について当事者支援団体等と

意見交換しながら，ＬＧＢＴに対する理解促進の周知啓発に努めてまいります。 
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３－５．社会保障・税番号制度への対応 

個人番号通知未受領者へのアプローチや、カードの速やかな発行を継続して行うとともに、個人番

号カードの活用による市民サービスの拡充や、行政手続きの簡素化に継続して取り組むこと。 

また、個人番号カードの取得率が低調であることから普及促進に向けた対策を強化すること。 

所管課：行政改革課，市民課 

【回答】 

・ 個人番号通知未受領者への対応やカードの速やかな発行につきましては，平成３１（２０１９）

年度においても，引き続き，広報紙や市ホームページ等を活用して受取りを促す取組や事務処理

体制の強化など，円滑な交付事務に取り組んでまいります。 

・ 個人番号カードの活用につきましては，平成３１（２０１９）年度において，クレジットカー

ドやマイルなどで貯めたポイントを地域で活用できるサービスの実施に向けて検討するととも

に，届出等の行政手続きに係る利便性の向上や効率化に向けた活用策についても検討してまいり

ます。 

・ 個人番号カードの普及促進につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，

カードの利便性や魅力の周知を行うとともに，申請手続きの負担軽減を図る企業等一括申請に係

る体制強化を図り，更なる普及促進に取り組んでまいります。 

Ⅳ．「魅力創造・交流の未来都市」の実現に向けて（魅力・交流・文化 分野） 

１ 都市ブランドの確立と更なる魅力の創出 

１－１．歴史・文化の資源化・活用の推進 

１）【歴史文化基本構想の推進】 

歴史や文化はその地域を代表するアイデンティティであり、その歴史や文化、景観の保存や活用さ

らには市民の生活の中にある有形・無形文化を適切に守り、育てていく事が極めて重要であること

から、今年策定した歴史文化基本構想を基に、主要施策の実施計画やロードマップ等を策定し、市

民・地域と価値観の共有を図りながら基本構想の着実な推進を図ること。 

また、市民や地域固有の歴史・文化資源の保存・活用を図るため、（仮称）市民遺産制度の創設や

市民遺産会議の実施等の仕組みを早期に確立し、生活文化等を含めた地域文化資源の保存・活用を

推進すること。 

所管課：文化課 

【回答】 

・ 「歴史文化基本構想」の推進につきましては，文化財保存団体や観光・まちづくり団体ととも

に「宇都宮市歴史文化資源活用推進協議会」を立ち上げたところであり，官民が連携し具体的な

事業計画を立案し，本市の歴史・文化等の特色や魅力を伝える「エイト・ストーリー」の映像化

等による情報発信や，文化財の案内看板の統一的整備に取り組むなど，基本構想の着実な推進に

取り組んでまいります。 

・ また，文化財指定の有無に関わらず，地域で大切に継承してきた「地域の宝」となる歴史文化

等を，社会全体で守り活かしていく仕組みとして，構想に「（仮称）宇都宮市民遺産制度」の創

設や「（仮称）市民遺産会議」の設置を掲げているところであり，平成３１（２０１９）年度は，

それらの制度の具現化に向けた検討を進めてまいります。 



 

平成３１年度 市民連合予算化要望 

 

 53 

２）【日本遺産大谷の観光資源化】 

日本遺産の認定を受けた大谷石関連文化財の保存と観光資源としての活用を推進していくため、拠

点機能の形成や周遊機能の向上、地域資源の観光商品化等に重点的に取り組むとともに、特異な景

観や豊かな自然環境を後生に引き継ぐためにも景観の保全や景観形成重点地区への指定等を行い

景観形成の向上を図ること。 

また、インバウンド等への活用が期待されることから大谷ブランドの磨き上げや魅力の発信を積極

的に行い地域ブランドとして確立させること。 

所管課：都市魅力創造課，都市計画課，文化課，観光交流課 

【回答】 

・ 拠点機能の形成や周遊機能の向上につきましては，現在，大谷石文化の情報発信などを行う「ビ

ジターセンター機能」を含めた拠点施設について検討を進めているところであり，平成３０ 

（２０１８）年度内を目途に，備える機能や優先候補地など拠点形成に向けた基本的な考え方を

整理し，平成３１（２０１９）年度につきましては，地域のご意見をお聞きしながら，拠点整備

の具体化に向けて取り組んでまいります。 

・ 地域資源の観光商品化につきましては，現在，屋外アクティビティなど体験型コンテンツの充

実に向け，森林公園での観光ツアーを試験的に実施しているところであり，平成３１（２０１９）

年度につきましては，「観る」「食べる」「遊ぶ」「泊まる」といった観光地にふさわしい機能の充

実に向け，屋外アクティビティ等の事業化の支援に取り組んでまいります。 

・ 大谷地域の景観形成につきましては，現在，地元組織を設立し，地域住民等の意識醸成を図り

ながら，景観づくりの目標・方針などについて，平成３０（２０１８）年度内を目途に景観づく

りの指針としてとりまとめているところであり，平成３１（２０１９）年度につきましては，指

針に基づき，地権者等との合意形成を図りながら，年度内の景観形成重点地区等の指定を目指し

て取り組んでまいります。 

・ 地域ブランドの確立につきましては，こうした拠点形成や屋外アクティビティの事業化，景観

形成による大谷ブランドの磨き上げと合わせ，大谷石文化を含む大谷地域の様々な魅力を国内外

に効果的・戦略的に発信するためのポータルサイトの構築に取り組んでいるところであり，平成

３１（２０１９）年度につきましては，インバウンド需要に対応するための多言語への拡張に加

え，ＳＮＳとの連動など様々な手法による情報発信に取り組んでいまいります。 
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３）【宇都宮ブランドの強化】 

本市がこれまで関係者の努力と協力により築き上げてきた餃子・カクテル・ジャズ・自転車等のブ

ランドにおいては、更なる魅力の向上と市内外への情報発信を強化すること。特にジャパンカップ

サイクルロードレースにおいては将来的なＵＣＩワールドツアーへの昇格を見据え、開催経費の増

加以上の経済効果が得られるよう必要な準備を進めること。 

また、東京オリンピックの正式種目として採用され、本市においても認知度が向上している３Ｘ３

のワールドツアーファイナルの誘致推進や市民が３Ｘ３に気軽に楽しめる環境整備を拡充し、リン

ク栃木ブレックスの支援と併せバスケットのまち宇都宮を活用したスポーツツーリズムの強化に

官民連携し推進すること。 

所管課： 都市魅力創造課，観光交流課 

【回答】 

・ ジャパンカップサイクルロードレースのワールドツアーへの昇格の準備につきましては，ワー

ルドツアー昇格による観客の増加を見据えた観戦環境の向上や，受け入れ体制の充実，レースの

安全確保に加え，こうした取組に対する運営経費の確保など，様々な課題を着実に解決していく

必要がありますことから，ＵＣＩ国際自転車競技連合から助言や提案をいただきながら，課題解

決に向けた調査を行うとともに，現在のレースの効果検証も行いながら，経済効果など様々な効

果の最大化を図れるよう取り組んでまいります。 

・ ３ｘ３につきましては，平成３１（２０１９）年１１月にワールドツアーファイナルを本市で

開催することが決定したところであり，引き続き，３ｘ３の環境整備を通じた競技の普及啓発と

ともに，安心安全な大会運営を行いながら，本市が誇る地域資源を活かした民間イベントとの連

携による更なる誘客促進を図ってまいります。 

・ また，リンク栃木ブレックスの支援とバスケットのまち宇都宮の活用につきましては，平成 

３１（２０１９）年度においても，チームが安定的かつ持続的に運営を行えるよう，チームと意

見交換を行いながら効果的な支援に取り組むとともに，ホームゲームでの宇都宮愉快デーや 

アウェイサポーターへのウェルカム企画などに連携して取り組んでまいります。 

・ このようなバスケットのまち宇都宮をはじめ，サッカーやロードレースなどのプロスポーツと

も連携しながら，お客様に楽しんでいただけるよう誘客促進を図るなどスポーツツーリズムを推

進してまいります。 

・ 今後とも，オール宇都宮体制で，餃子・カクテル・ジャズ・３ｘ３など本市の様々な地域資源

の更なる魅力の向上に努めるとともに，年代や性別，ライフスタイルなどに応じて，受け手側の

目線に立った情報を効果的に発信するなど，市内外への情報発信の強化を図ってまいります。 
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１－２．移住・定住を促すブランド戦略の推進 

本市は民間調査の住みよさランキング等で常に上位に位置しているが、全国的に特出した魅力や知

名度を得るには至っていない。 

特に、居住を選択する際に重要な要素となる日常的な交通や通院・買い物の利便性などは本市の掲

げるネットワーク型コンパクトシティの概念そのものであるため、生活交通や住みよさ、子育てや

就労、食や自然の豊かさなどの居住や転入の決め手となるコンテンツの詳細な分析を行い、ブラン

ディングとしての活用を図り首都圏域からの移住・定住を継続して推進すること。 

所管課：広報広聴課，政策審議室 

【回答】 

・ 移住・定住を検討している方々は，住みよさ，働く場所の確保，子育てのしやすさなどを主な

判断の要素としていることから，移住・定住の促進に向けましては，民間調査において本市が高

い評価を受けている住環境や子育て環境のほか，東京圏との近接性，都会的な暮らしや自然豊か

な暮らしを選択できる事など，居住意欲を高める情報について効果的に発信していくことが重要

であると考えおります。 

・ このため，平成３１（２０１９）年度につきましては，引き続き，都会的な暮らしや自然豊か

な暮らしを体験できる「みや暮らし体験事業」の充実に取り組むほか，年代や性別，ライフスタ

イルなどに応じて，受け手側の目線に立った情報を効果的に発信するＰＲ手法を検討・実施する

など，移住・定住につながるブランド戦略を推進してまいります。 

 

２ 個性豊かな観光と交流を創出する 

２－１．国際都市としての機能強化 

１）【外国人の受入体制強化】 

外国人入込客数の増加の定着と拡大に向け、外国語対応可能な人材の育成支援や、市内公共施設や

主要観光施設、交通結節点等における多言語表記の拡充等、受け入れ態勢の強化に取り組むととも

に、ＩＣＴの効果的な活用を図り交流拠点への多言語翻訳タブレットの導入（手話通訳も含む）や

民間観光拠点への多言語翻訳端末の導入支援等に積極的に取り組むこと。 

また、外国人の来訪者や就労者の増加に伴い宗教上の配慮を行う必要があることから、ムスリムへ

のウドゥーや礼拝、ハラールの提供店舗等の情報提供等、国籍や宗教上の配慮への対応力を強化す

ること。 

所管課：国際交流プラザ，観光交流課 

【回答】 

・ 外国人の受入体制強化につきましては，平成３１（２０１９）年度においては，ＩＣＴの技術

革新の進展を捉えた受入環境の充実のほか，外国人住民が自国の文化を紹介する「国際理解講座」

など各種セミナーの中で，宗教的配慮を含めた多文化共生の意義や必要性についても周知し，市

民の理解促進に努めるなど，多様な文化や習慣に対応した受入環境の充実を図ってまいります。 
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２）【ピクトグラムの整備】【重点項目】 

ユニバーサルデザインのまちづくりを推進するため、市内のピクトグラムを国際標準化機構 

（ＩＳＯ）規格に揃え、外国人にも分かりやすい都市環境を整備すること。 

また、現在整備を進めているＬＲＴやＪＲ宇都宮駅東口地区整備事業においてもトータルデザイン

への配慮を行いながら乗換え誘導等の各種案内表示や、各種サービス設備等をＩＳＯ規格でピクト

グラム整備を行い、国籍や文化、障がい等の如何を問わず利用しやすいユニバーサルデザインのま

ちづくりを行うこと。 

所管課： 国際交流プラザ，観光交流課，都市計画課，ＬＲＴ整備課，ＬＲＴ企画課， 

     駅東口整備室，保健福祉総務課 

【回答】 

・ ピクトグラムの整備につきましては，平成３１（２０１９）年度においては，ＬＲＴ事業や宇

都宮駅東口地区整備事業においても国際標準化機構（ＩＳＯ）規格のピクトグラムを含めた各種

案内表示等の検討を進めるとともに，引き続き，外国人を含め誰もが利用しやすい都市環境の整

備に取り組んでまいります。 

 

２－２.【ＳＮＳ・インスタグラムへの対応強化】 

近年ＳＮＳの活用により、インスタグラムの撮影スポットが観光地としての賑わいを創出する等の

効果が得られていることから、宇都宮らしい風景や景観とともに撮影が出来る撮影スポットのマッ

プ作成や道路標記など、若い世代で活用が広まるＳＮＳへの対応を継続して強化すること。 

また、近年では地方の観光誘致に効果の高いインフルエンサーと契約を結びインバウンドに効果を

上げている自治体も増えていることから同様の仕組みを検討すること。 

所管課：観光交流課，国際交流プラザ 

【回答】 

・ ＳＮＳへの対応強化につきましては，これまで，台湾からブロガー等を招聘し，本市の魅力を

発信していただくファムツアーを継続的に実施するとともに，宮島町の「餃子通り」においては，

路面のカラー舗装の際に隠れ餃子を施すなど，若い世代に対して，話題性のある取組を進めてい

るところであります。 

・ 平成３１（２０１９）年度におきましては，引き続き，ファムツアーによる国外への本市の魅

力発信や，餃子通りの磨き上げなどによるフォトスポットの創出を図るとともに，映画のロケ地

を巡る観光ルートのＰＲなどに取り組みながら，インフルエンサーの活用も含め，ＳＮＳへの対

応強化に取り組んでまいります。 
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Ⅴ．「産業・環境の未来都市」の実現に向けて（産業・環境 分野） 
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地域産業の創造性・発展性を高める 

１－１．産業政策 

日本再興戦略で掲げる成長戦略や第 4次産業革命等、変化する経済環境に対応し、市内の経済活力

と雇用環境を維持するため、以下の産業政策の拡充を図ること。 

１）【次世代モビリティ産業の育成支援】 

次世代モビリティ産業（航空宇宙・自動車・ロボット・情報通信）集積戦略は長期的経済基盤確立

の観点から支援の拡充を図ること。 

また、Society 5.0で目指す社会像を実現させるため本市次世代モビリティ産業とＩＯＴによる連

携を積極的に推進し必要な支援を行うこと。 

所管課： 産業政策課 

【回答】 

・ 次世代モビリティ産業につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，「企

業立地補助金」や「新産業創出支援事業補助金」による立地の促進を図るとともに，ＩｏＴなど

のＩＣＴを活用した新たな技術開発の支援に取り組むことにより，Society5.0 で目指す社会像

の実現に努めてまいります。 

 

２）【自動車産業の競争力強化支援】 

本県の基幹産業である自動車の自動運転技術に対する試験研究や社会実証試験等への支援を県と

連携し積極的に行うとともに、交通未来都市うつのみやの一翼を担うために必要となる環境に優し

いフィーダー路線への燃料電池や電気バス等の導入等、電気・水素社会の実現に対する取り組みを

充実させること。 

所管課： 産業政策課，環境政策課，交通政策課 

【回答】 

・ 自動車関連産業につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，研究開発

費を助成や「とちぎ自動車産業振興協議会」への参画による最新の技術動向等の把握などの取組

を推進するとともに，県や関係機関と連携しながら，自動車関連産業の競争力強化を支援してま

いります。 

・ 電気バス等の導入や，電気・水素社会の実現に対する取組につきましては平成３１（２０１９）

年度においては，国や県，バス事業者などと連携し，燃料電池バスや電気バスといった低炭素な

バス車両の導入に向けた具体的な課題の抽出とその対応策の検討を進めてまいります。 
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３）【ライフイノベーション産業の育成】 

国・県の成長戦略を踏まえ、ライフイノベーション産業（医療・福祉・健康関連産業）の育成・支

援策を充実させるとともに、ビッグデータやＩＯＴの活用に関する支援を行うこと。 

また、ライフイノベーション分野の過重労働や離職率の増加が社会的な問題となっていることから

労働負荷の低減に資する積極的な技術活用を推進すること。 

所管課： 産業政策課，商工振興課 

【回答】 

・ ライフイノベーション産業につきましては，今後イノベーションが期待される付加価値の高い

産業として認識しており，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，「新産業創出支援

事業補助金」により，医療・健康福祉分野における，ビッグデータやＩｏＴなどのＩＣＴを活用

した新たな技術開発の支援，県と共同でセミナーを開催することによる市内企業の参画促進を図

るなど，ライフイノベーション産業の育成に取り組むとともに，「ＩＣＴ利活用促進補助金」に

より，業務の効率化や労働生産性の向上，労働負荷の低減を促進することで，ライフイノベーシ

ョン産業の育成・支援の充実，強化を図ってまいります。 

４）【サービス産業の生産性向上】【重点項目】 

我が国のＧＤＰの７０％を占めるサービス産業の活力を向上させるため、国のサービス産業チャレ

ンジプログラムに定める 7分野（宿泊・運送・外食・中食・医療・介護・保育・卸・小売）に対す

る労働生産性の向上支援策を強力に推進すること。 

また、インバウンドの増加に伴い外国人ニーズに合わせた出口戦略が必要であることから、国で進

めるキャッシュレスの推進や消費データの活用を積極的に導入し、決済端末導入等の支援やＱＲコ

ードの標準化により中小企業や個人事業主に対するキャッシュレス決済の対応を強化させること。

なお導入の際には現在課題となっている決済手数料の負担低減について地域金融事業者等への働

きかけを行うこと。 

所管課：商工振興課  

【回答】 

・ サービス産業の生産性向上に向けては，国が策定した「サービス産業チャレンジプログラム」

の中で，特に有効な取組とされているＩＣＴの利活用におきまして，平成３０（２０１８）年度

より，「ＩＣＴ利活用促進補助金」を交付するとともに，県や関係団体と連携しながら，ＩＣＴ

を活用できる人材育成のためのセミナーの開催などにより，サービス産業の生産性の向上に向け

た支援に取り組んでまいります。 

・ また，国が検討を進めている中小事業者のキャッシュレス対応につきましては，決済端末等の

導入の補助などの支援制度やＱＲコードの標準化が，キャッシュレス決済の促進に有効な取組で

あると考えておりますことから，平成３１（２０１９）年度におきましても，引き続き，中小事

業者が国の支援を受けられるよう，国の動向を注視しながら，決済事業者や地域金融事業者，商

工会，商工会議所などと連携を図ってまいります。 



 

平成３１年度 市民連合予算化要望 

 

 59 

５）【中小企業振興】 

栃木県中小企業・小規模企業の振興に関する条例の理念を踏まえ、中小零細企業の成長・経営資金

が適切に確保されるよう、中小企業事業資金貸付金や、信用保証料助成金等の金融支援対策を充実

させるとともに、ＩＴの導入による生産性向上等に対する支援を継続させること。 

また、現在中小零細企業における人材・労働力不足が深刻な問題となっていることから、ハローワ

ークや県と連携し中小零細企業等の労働力確保に対する支援を強化させること。 

所管課： 商工振興課，産業政策課 

【回答】 

・ 中小零細企業などへの資金対策につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き

続き，融資制度や，栃木県信用保証協会の保証を受けるために支払う信用保証料への補助を行う

などの支援を行ってまいります。 

・ ＩＣＴの導入による生産性向上等に対する支援につきましては，平成３１（２０１９）年度に

おいても，引き続き，セミナーの開催によるＩＣＴ人材育成やＩＣＴ導入経費に対する補助等の

支援に取り組んでまいります。 

・ 中小零細企業の人材・労働力確保につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引

き続き，ハローワークや県と共催で「就職合同面接会」や「高等学校等と企業との人材情報交換

会」を開催するとともに，県と連携を図りながら，県外からのＵＪＩターン就職を促進するため

の意識啓発事業をはじめ，東京都内における合同企業説明会の開催などに取り組んでまいりま

す。 

・ さらに，将来の市内就職を促進するため，平成３０（２０１８）年度に宇都宮南高校で試行的

に実施した，大学などに進学する市内高校生を対象とした市内企業の魅力の理解促進を図る事業

「じぶん×未来フェア」の拡大について検討してまいります。 

６）【生産・物流拠点のニーズ対応強化】 

清原・平出工業団地の分譲が完了し、本市に立地を求める企業ニーズへの対応を強化する必要があ

ることから、産業・物流団地の新設・拡張等の開発可能性を早期に取りまとめ企業立地定着促進用

地を確保すること。 

所管課： 産業政策課 

【回答】 

・ 生産・物流拠点のニーズ対応強化につきましては，新たな工業団地の整備に向け，市内全

域を対象に候補エリアを検討し，首都圏とのアクセス性に優れるなど企業立地ニーズが高い

南部地域において，現在，工業団地を整備する場合の適地などの調査を実施しているところ

であり，平成３１（２０１９）年度につきましては，これらの調査を踏まえ，新たな工業団

地の事業化に向けた取組を進めてまいります。 
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２ 商工・サービス業の活力を高める 

２－１．中心市街地活性化 

１）【中心市街地の機能向上】 

市内中心部の再開発等に併せ、恒常的に来場する都市型観光・アミューズメントスポットの創出等、

積極的な民間誘導策を講ずること。 

また、中心市街地の経済活力向上に向け、回遊性の向上や、まちなか居住の推進等、中心市街地の

活力向上に継続して取り組むこと。 

なお、来年より設備改修に入るオリオンスクエアについては、利用希望団体に対する代替施設への

斡旋等を行い活動の継続を支援すること。 

所管課：地域政策室，住宅課，商工振興課 

【回答】 

・ 中心市街地の機能向上のうち，再開発等に併せた民間誘導策につきましては，これまで，立地

適正化計画を策定し，その中で，中心市街地の中枢性や広域的な求心性を高め，都市の魅力やま

ちなかの賑わい創出につながる劇場・ホールやコンベンション施設を始めとした文化・交流施設

などの高次都市機能の誘導に取り組むこととしており，また，民間施設の立地誘導を図るための

商業・医療・福祉等の施設立地に対する補助を行うなどの支援に取り組んでおり，平成３１ 

（２０１９）年度においても，引き続き，民間施設の誘導に向け，取り組んでまいります。 

・ 中心市街地の経済活力の向上に向けた回遊性向上につきましては，本市と「ＮＰＯ法人宇都宮

まちづくり推進機構」が連携しながら，街なかの賑わいと憩いの場を創出する「オープンカフェ

事業」や，釜川を活用した「かまがわ川床桜まつり」のほか，イルミネーション事業などを実施

しているところであり，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，これらの活性化事業

に取り組んでまいります。 

・ また，街なか居住の推進については，本市の拠点区域内に転居・転入する世帯に対し，家賃の

一部を助成する「ようこそ宇都宮へ！フレッシュマン・若年夫婦・子育て世帯等家賃補助制度」

や住宅取得費用の一部を助成する「ようこそ宇都宮へ！マイホーム取得支援事業補助制度」によ

り，多様な世代が住みたい・住み続けたいと思える街なかづくりに取り組んでおり，平成３１ 

（２０１９）年度におきましても，引き続きこれらの支援を通じ，街なか居住の推進に努めてま

いります。 

・ 平成３１（２０１９）年度から大規模改修工事を予定しているオリオンスクエアにつきまして

は，代替施設の選定と運用方法について検討を進めているところであり，選定した代替施設にお

ける利用者の利便性の向上に努めてまいります。 
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２）【低未利用地の活用促進】 

現在進めているワークショップ等の結果を踏まえ、中心市街地の低未利用地及び、空き店舗への対

策を強化し、民間資産の効果的な誘導施策を講ずること。 

所管課：地域政策室，商工振興課 

【回答】 

・ 中心市街地のコインパーキング等の低・未利用地の利活用につきましては，平成２９ 

（２０１７）年度からのワークショップにおいて，釜川沿道のコインパーキング等を活用した

マルシェの開催など，様々な企画案を検討しており，平成３１（２０１９）年度につきまして

は，ワークショップでの提案等を踏まえたモデル事業を実施するなど，低・未利用地の利活用

促進に向けた取組を進めてまいります。 

・ また，空き店舗対策につきましては，平成３１（２０１９）年度以降においても，引き続き，

中心商業地の空き店舗等に新規で出店する事業者に対し，内外装改造費等の一部を助成すると

ともに，商店街自らが，空き店舗を活用して賑わい創出や住民の交流促進を図り，商業活性化

に取り組む事業に対して，助成を行ってまいります。 

・ 今後とも，これらの取組を通じて，民間資産の効果的な誘導を図ってまいります。 

３ 農林業の生産力・販売力・地域力を高める 

３－１．流通・販路拡大・ブランディングの強化 

農業基盤を強化するため、市内農畜産物のブランド力の強化及び流通 拡大に向けた支援を継続し

て行うとともに、ゆうだい２１や夏秋イチゴ、県農業試験場で開発された酒造好適種米「夢ささら」

等の次期ブランド農産物となりうる農畜産品の生産・品質・営農等に係る支援を強化させること。 

また、県やジェトロ、地域商社等との連携を強化し、本市特産品・主要生産品の国内・国外流通拡

大を図ること。 

所管課：農林生産流通課 

【回答】 

・ ゆうだい２１や夏秋イチゴ，夢ささらにつきましては，収量や品質の確保のための生産技術の

確立や普及を図っている段階であることから，これらの生産技術の普及状況などを見極めなが

ら，引き続き，各作物の段階に応じた本市ブランド農産物としての必要な支援を検討・実施して

まいります。 

・ 市内農畜産物のブランド力向上に向けた流通拡大につきましては，平成３１（２０１９）年度

におきましても，引き続き，大都市や沖縄などの観光都市におけるマーケティングリサーチを実

施するとともに，意欲のある生産者に対して，販路拡大ミーティングを開催し機運向上を図るこ

とに加えまして，知識の向上に資する新たな取組を検討するなど，県やジェトロ，地域商社等と

連携しながら販路拡大の取組を進めてまいります。 
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３－２．６次産業化の推進 

宇都宮アグリネットワーク等との連携を図り、地場産農畜産物の第６次産業化を推進し、営農者の

収益改善及び産業競争力の強化を図ること。また、開発された商品の流通拡大が重要であることか

ら、市場流通や認知度向上に対する支援を充実させること。 

所管課：農林生産流通課 

【回答】 

・ ６次産業化の推進につきましては，平成３０（２０１８）年度までに９０件の本市農資源を活

用した新商品の開発支援を実施してきたところであり，平成３１年（２０１９）年度におきまし

ても，引き続き，うつのみやアグリネットワークの会員の増加及び異業種交流会の開催等による

会員同士の連携強化，アドバイザーによる助言及び宇都宮産農産物を使用した新商品の開発と販

路拡大への支援を通して，産業競争力の強化を図ってまいります。 

・ また，開発商品の流通拡大につきましては，商品カタログの作成やイベント等でのＰＲ，商談

会への出展支援等を通して，認知度向上に向けて取り組んでまいります。 

４ 環境への負荷を低減する 

４－１．再生可能エネルギーの活用 

公共施設への太陽光発電の設置やバイオマス利用を推進するとともに、市民ニーズの高い住宅用太

陽光発電システム・高効率給湯器の設置費補助を継続すること。また、今後、設備の導入が見込ま

れる家庭用蓄電池やＨＥＭＳ等の生活エネルギーの環境負荷低減に資する家庭用設備については、

民間事業者と連携し積極的な導入支援策を継続すること。 

所管課：環境政策課 

【回答】 

・ 公共施設への太陽光発電の設置やバイオマス利用につきましては，平成３１（２０１９）年度

においても，引き続き，クリーンパーク茂原や，川田水再生センターにおける発電事業に取り組

むとともに，焼却熱エネルギーを活用したバイオマス発電事業を予定している「（仮称）新北清

掃センター」の平成３２（２０２０）年度の供用開始に向けた整備を進めていくほか，各地区市

民センターに設置した太陽光発電及び蓄電池の有効活用について検討してまいります。 

・ また，家庭用設備の導入支援策につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き

続き，家庭における自立分散型エネルギーの普及拡大を図る補助制度を実施する中で，住宅メー

カーなどの民間事業者と連携を図りながら，家庭全体における低炭素化に資する機器の普及促進

に取り組み，再生可能エネルギーの利活用の促進に努めてまいります。 
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４－２．排出効果ガスの抑制 

１）【輸送用機器の排出効果ガス削減】 

とちぎＦＣＶ普及促進研究会等の取り組みを踏まえ、充電インフラ・水素ステーション等の整備促

進に努めるとともに、市民に対する次世代環境対応車両の普及啓発に積極的に取り組むこと。 

また、環境省のモデル事業として取り組みを進めるＬＲＴ沿線の低炭素化モデル事業を推進し、フ

ィーダー交通への水素燃料の路線バスや電気バスの導入や、モビリティマネジメントの強化等を行

い低炭素社会の実現に向けた交通体系モデルを構築すること。 

所管課：環境政策課，交通政策課 

【回答】 

・ 「市民に対する次世代環境対応車両の普及啓発」につきましては，平成３１（２０１９）年度

においては，国の固定価格買取制度（FIT）による買取期間が終了する「卒 FIT 問題」が控えて

おりますことから，ＥＶが災害時にも安定的にエネルギーを供給でき，蓄電機能としても有効に

活用できることを，イベントなどの様々な機会を捉えて周知することで，次世代環境対応車両の

普及に取り組んでまいります。 

・ 次に「フィーダー交通への燃料電池バス，電気バスの導入やモビリティマネジメントの強化等

を行い低炭素社会の実現に向けた交通体系モデル構築」につきましては，現在，LRT沿線をモデ

ルエリアに，様々な環境技術を最大限活用した低炭素化策の構築に向け，燃料電池バスや電気バ

スなどの環境にやさしいバス車両の活用について検討を行っていくこととしており，平成３１

（２０１９）年度におきましては，国や県，バス事業者などと連携し，燃料電池バスや電気バス

といった低炭素なバス車両の導入に向けた具体的な課題の抽出とその対応策の検討を進めてま

いります。また，様々な機会を捉えてモビリティ・マネジメント施策を実施するなど，自動車か

ら公共交通への利用転換の促進に向けて，市民の意識転換に取り組んでまいります。 

 

２）【省エネルギー化の推進】 

温室効果ガス排出量の多い産業・家庭・業務系部門のＣＯ２排出量を効果的に抑制するため、スマ

ートシティー等の新たな環境技術を取り入れた新しいライフスタイルの提案や、産業の省エネトッ

プランナー制度の拡大支援等、エネルギーの高効率化・省エネ化など生活・産業の省エネルギー化

を継続して推進すること。 

所管課：環境政策課 

【回答】 

・ 省エネルギー化の推進につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，業

務部門である市有施設のＣＯ２削減策として，本庁舎の LED照明改修に取り組むほか，事業所向

けには「省エネセミナー」に加え「省エネ出前講座」を新たに行い，事業者への周知・啓発を充

実させ，事業者の省エネ行動を促進してまいります。また，家庭向けとしては，太陽光と連携し

た蓄電池などへの補助を引き続き実施するほか，イベント時や広報紙などの様々な機会を通して

省エネ・創エネ・蓄エネを上手に活用した自立分散型のエネルギーの有効活用による新しいライ

フスタイルを広く市民等に提案し，環境負荷の低減を図ってまいります。 
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３）【環境教育の充実】 

市民ならびに教育機関における環境学習の充実・強化を図ること。 

特に教育機関においては持続可能な社会を担う人材の育成（ＥＳＤ）に即した本市ならではの施策

体系を活かした環境学習の充実・強化を検討すること。 

所管課：環境政策課，学校教育課 

【回答】 

・ 市民への環境学習につきましては，平成３１（２０１９）年度においては，環境学習センター

での，ＥＳＤの視点を取り入れた講座や食品ロス関連講座など社会環境を捉えた講座等の充実を

図るとともに，引き続き，市職員が地域等に出向き，本市のもったいない運動や地球温暖化など

について「環境出前講座」を実施するなど，環境学習の充実・強化を図ってまいります。 

・ また，特に本市小中学校における環境学習につきましては，「みやエコスクール認定制度」に

全小中学校が登録するなど，環境に関する行事や体験活動に取り組んでいるところであり，全教

職員に対し，新学習指導要領に示されている視点と各教科等の関連性等について，先進事例の例

示などにより理解・浸透を図るとともに，指導主事の学校訪問の際に各教科等においてＥＳＤの

視点を踏まえた授業の充実を図ることや，各学校の環境教育に関わる体験活動等と各教科等の授

業の関連を図ることについて指導・助言することなどにより，環境学習の充実・強化を推進して

まいります。 

４－３．廃棄物の削減 

焼却ゴミ等の排出削減目標値が達成されていないことから、ルールの再周知や再資源化の更なる推

進を実施すること。 

また、飲食店の食品ロスや賞味期限切れ食材の削減を図るため県フードバンクへの提供促進等を行

い、福祉と環境の向上を図ること。 

所管課：ごみ減量課，環境政策課，生活福祉第１課，生活福祉第２課 

【回答】 

・ 廃棄物の削減に向けたルールの再周知や再資源化の推進につきましては，平成３１（２０１９）

年度においても，引き続き，自治会等における分別講習会の開催や市ホームページ等を通じた分

別ルールの周知啓発を行うとともに，プラスチック製容器包装や紙，布類などの分別収集に加え，

廃食用油や使用済小型家電，剪定枝の拠点回収などによる資源化に取り組んでまいります。  

・ 次に，飲食店の食品ロスにつきましては，引き続き，飲食店などに対して「もったいない残し

ま１０！運動」協力店への登録を働きかけ，食品ロスの削減を促進してまいります。 

・ また，賞味期限切れ食材の削減につきましても，市イベント開催前から家庭で余っている賞味

期限が切れる前の食品を受け付け，フードバンクに提供することで，生活困窮世帯をはじめ様々

な理由で食べ物に困っている方々に届けられており，引き続き，食品ロスの削減に取り組んでま

いります。 
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４－４．環境保全 

生物多様性や、農地・里山樹林地の保全と活用を図り、緑・水・生態系の保全と創出に努めること。 

また、自然環境や景観等と再生可能エネルギー発電設備事業との調和に適切な規制・指導を行うこ

と。 

所管課：環境保全課，環境政策課，農業企画課，緑のまちづくり課 

【回答】 

・ 生物多様性の保全につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，「うつ

のみや生きものつながりプラン」に基づき，生物多様性保全に関する意識の醸成や，様々な主体

との連携・協働による保全活動の推進など，各種施策の拡充を図ってまいります。 

・ 農地・里山樹林地の保全と活用につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き

続き，農業者等が主体となって行う農地の維持活動や，農業者と地域住民が共同で行う生態系保

全や景観形成などの活動を推進するため，多面的機能支払交付金を活用し支援してまいります。 

・ また，「公益財団法人グリーントラストうつのみや」と連携し，鶴田沼緑地や戸祭山緑地など

の里山樹林地の保全に取り組むとともに，生息・生育する生きものの保全対策や，自然体験活動

を通した緑を守る意識の啓発に取り組むほか，河川が本来有している生きものの良好な生息・生

育環境に配慮した多自然川づくりなどにも取り組んでまいります。 

・ 太陽光発電などの再生可能エネルギー発電設備の設置につきましては，国が作成した「事業計

画策定ガイドライン」や，県が策定した「太陽光発電施設の設置・運営等に関する指導指針」を

踏まえ，施工に関する遵守事項や立地を避けるべきエリアなど，適正な事業運営に向け，事業者

に対し指導等を行ってまいります。 
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５ 雇用・労働環境の改善 

５－１．働き方改革の推進 

働き方改革関連の法改正を踏まえ、市内企業に対する労働ルールの徹底や長時間労働の是正、女性

の活躍等の推進に向けた指導・啓発に積極的に取り組み、働き方改革を官民共同で推進すること。 

また、働き方改革の対象ではない行政職員に対しても率先・模範となるよう働き方改革を推進する

こと。 

所管課：商工振興課，男女共同参画課，人事課 

【回答】 

・ 働き方改革の推進につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，企業向

け啓発冊子や「働き方改革推進セミナー」の開催を通して，法改正の内容や働きやすい職場づく

りに必要な取組を紹介するなど，市内企業への周知啓発に取り組むとともに，働きやすい職場づ

くりに積極的に取り組んでいる市内企業を表彰する「きらり大賞」を実施するほか，女性活躍に

積極的に取り組んでいる企業等で構成する「みやシャイン女性活躍推進協議会」等と連携しなが

ら，市内企業の女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定の支援の充実を図るなど，官民

共同により取り組んでまいります。 

・ また，本市職員につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，業務効率

化や夏季期間におけるスイッチオフｄａｙ（定時退庁）の拡充，年次休暇の取得促進など，仕事

と生活の両立に向けた環境づくりに取り組み，職員が能力を最大限発揮しながら効率的に仕事に

取り組めるよう，働き方改革の推進に努めてまいります。 
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５－２．福祉系人材の確保 

慢性的に人材不足が発生している医療・介護・保育等の分野については、雇用と就労にミスマッチ

が発生していることから、マッチング事業に継続して取り組むこと。 

また、上記福祉系事業は経営の自由度が少ないため、就労者の適正な処遇改善を継続的に支援する

こと。 

所管課：保健福祉総務課，保育課 

【回答】 

・ 福祉系人材の雇用のマッチング事業につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，

引き続き，栃木県が設置している「ナースセンター」において，就業していない看護職への職業

紹介や復職にむけた研修を実施しており，県と連携し，市ホームページや保健所窓口で周知を図

ってまいります。また，「栃木県福祉人材・研修センター」において，働きたい方と人材を求め

る事業所のマッチングができるよう，本市が参加する「栃木県医療介護総合確保推進協議会」や

「栃木県介護人材確保対策連絡調整会議」などにおいて意見交換を行ってまいります。さらに，

「とちぎ保育士・保育所支援センター」において，潜在保育士と保育事業者とのマッチングや就

労に関する相談に応じるほか，「保育士就職準備金貸付」などにより，就労していない潜在保育

士がより多く就職できるよう，取り組んでまいります。 

・ 福祉系人材の就労者の適正な処遇改善につきましては，介護分野においては，平成３１ 

（２０１９）年度においても，引き続き，介護施設等に対する集団指導の際に，利用者の見守り

等を行う介護ロボットを導入し，職員の負担軽減が図られた事例の情報提供を行うとともに，実

地指導等において，介護職員処遇改善加算未取得事業者への取得促進や，より給与が加算される

処遇改善の要件を満たせるよう働きかけ，介護職員の処遇改善が適正に行われるよう，取り組ん

でまいります。また，保育分野におきましては，国において，平成２５（２０１３）年度から段

階的に処遇改善がなされ，平成３１（２０１９）年４月から更に１％（月３，０００円相当）の

賃金引上げを行うとされているほか，「組織的なキャリアアップの仕組」として，一定の技能・

経験を有する保育士には，その職責や職務に応じた処遇改善が図られてきたところであり，更な

る処遇改善についても検討されていることから，今後とも，その動向を注視しながら適切に対応

するとともに，全ての施設がキャリア形成を意識でき，職務等に応じた処遇改善が実施できるよ

う，適切に指導・助言に取り組んでまいります。 
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５－３．改正労働者派遣法への対応 

労働者派遣法の改正により非正規労働者の増加が懸念されることから、事業主に対する雇用ルール

の徹底及び、正規雇用の推進に継続して取り組むこと。 

所管課：商工振興課 

【回答】 

・ 改正労働者派遣法に基づく雇用ルールの徹底につきましては，平成３１（２０１９）年度にお

いても，引き続き，派遣先・派遣元それぞれ事業主及び労働者に対し，事業者向け・労働者向け

啓発冊子に，法改正内容を盛り込み，市内事業所等へ配布等することで周知啓発を行ってまいり

ます。 

・ また，正規雇用の推進につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，就

職が困難な若者等を正規労働者として雇用した場合に事業主に対して奨励金を支給する「就職困

難者雇用奨励金制度」による雇用の促進，さらには，本奨励金や国の非正規労働者の正社員転換・

待遇改善関係等の助成金の利用促進を図るため，「人材確保・定着促進のための事業所向けセミ

ナー」を開催するなど，積極的な雇用の正規化を促進してまいります。 

 

５－４．高齢者・障がい者雇用の創出 

年金支給開始年齢の段階的な引き上げに伴い、高齢者雇用の創出が必要であることから、市内雇用

主に対し高齢者雇用を促すとともに、シルバー人材センターの機能強化や、受注の拡大に積極的な

支援を行うこと。 

また、障がい者の法定雇用率引き上げがＨ32 年度に予定されていることから、行政機関の厳格な

運用と民間企業への働きかけを徹底して行うこと。 

所管課：商工振興課，高齢福祉課，障がい福祉課，人事課 

【回答】 

・ 市内雇用主に対する高齢者雇用の促進につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，

引き続き，「就職困難者雇用奨励金制度」により，高齢者の雇用促進に取り組むとともに，定年

年齢を６０歳以上と定めることなどを規定した「高年齢者雇用安定法」を事業者向け啓発冊子に

掲載し，配布等することで，周知・啓発を図ってまいります。 

・ また，シルバー人材センターにつきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続

き，円滑な組織運営を図るための運営補助や作業所などの活動場所の提供など，センターの機能

強化に取り組むなど，受注機会の拡大につながるよう，支援してまいります。 

・ 障がい者の法定雇用率の適正な運用につきましては，市などの地方自治体は，事業主・労働者

に対し，法の遵守や国の施策を普及させることが主な役割となっていることから，引き続き，事

業者向け啓発冊子へ障がい者法定雇用率などを掲載し，配布等することで周知・啓発に取り組ん

でまいります。 
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５－５．疾患を抱える就業者の就業継続 

近年労働環境の変化などにより脳・心臓疾患や精神疾患などを抱える就業者が増加していること

や、医療技術の進歩によりこれまで予後不良とされてきた疾患の生存率が向上していること等を背

景に、治療しながら仕事を続けることを希望する就業者のニーズが高くなっている。特に近年癌患

者の方の就業継続の問題がクローズアップされていることから、治療と仕事の両立を支援する環境

整備や就業継続・休職後の復職支援に取り組む事業者の拡大を図ること。 

所管課：商工振興課 

【回答】 

・ 疾患を抱える就業者の就業継続につきましては，栃木労働局や県，医療機関など関係団体等で

構成される「栃木県地域両立支援推進チーム」が両立支援に取り組む事業者への相談等に応じて

いるほか，国においては，治療と仕事の両立支援制度を導入する事業主に助成金を支給すること

で，事業者における労働者の雇用維持の取組を支援しているところであり，平成３１（２０１９）

年度におきましても，引き続き，これらの制度が活用され，取り組みが促進されるよう，事業者

向け啓発冊子などを通して周知啓発に取り組んでまいります。 

６ 中央卸売市場 

市場を取り巻く環境が厳しさを増していることから、市場の再整備にあたっては、市場機能の維

持・向上や市場競争力の強化に着実に取り組むとともに、市及び県の食の発信拠点として整備を行

うよう、宇都宮市中央卸売市場施設等整備基本計画や活性化ビジョン後期推進計画を着実に推進す

ること。 

また、関連棟の移転を含めた商業施設エリアの整備においては、本市の魅力が発信できるよう、ま

ちなか道の駅としての登録・活用などを検討すること。 

所管課：中央卸売市場 

【回答】 

・ 市場の再整備につきましては，平成３１（２０１９）年度についても，引き続き，「宇都宮市

中央卸売市場施設等整備基本計画」などに基づき卸売棟の耐震化工事や冷蔵施設の実施設計など

市場機能の維持・向上に取り組むとともに商業施設エリアの整備につきましては，関連棟をアク

セスのよい平成通り沿いへ移転することとしており，その立地を活かした機能や運営手法などに

ついて調査を実施するなど，市民を始め，観光客など誰もが利用でき，親しまれる施設となるよ

う整備に取り組んでまいります。 
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７ 競輪事業 

ファン層の高年齢化や娯楽の多様化に伴い、競輪事業の収益が減少していることから、イメージの

向上や、女性・若者等新たな顧客層の取り込み、休場中の施設解放による事業や設置したナイター

照明を有効に活用できるようミッドナイト競輪・ナイター競輪の自場開催・貸付等による収益強化

やナイター設備を活用したイベント事業の開催等、中長期的な経営力の強化を進めること。 

また、並行して競輪事業のあり方論議を進めること。 

所管課：公営事業所 

【回答】 

・ 競輪場の取組につきましては，平成３１（２０１９）年度についても，引き続き，イメージの

向上や女性・若者等集客に向けて，ＫＥＩＲＩＮフェスティバルやナイトフェスティバルを継続

して実施するとともに，新規顧客層に向けた新たな集客事業の実施や，休場中の施設開放事業と

して，シアターホールの貸出を積極的に実施してまいります。 

・ また，ナイター競輪の自場開催や競輪場貸付につきましては，ミッドナイト競輪の実施状況を

踏まえながら検討してまいります。 

・ こうした取組を実施しながら，今後も競輪事業が継続できるよう中長期的な安定経営に努めて

まいります。 

Ⅵ．「交通の未来都市」の実現に向けて（都市空間・交通 分野） 

１ 暮らしやすく魅力ある都市空間の形成 

１－１．ＪＲ宇都宮駅東口地区整備事業 

締結した事業契約に基づき着実に事業を進捗させるとともに、ＭＩＣＥの誘致等への産官学民連携

の仕組みづくりや整備事業隣接地域への民間化活力流入策を併せて検討し、経済効果の最大化に取

り組むこと。 

所管課：駅東口整備室，観光交流課 

【回答】 

・ 本市におきましては，平成３０（２０１８）年６月に野村不動産㈱を代表企業とする「うつの

みやシンフォニー」を優先交渉権者として決定し，平成３１（２０１９）年１月には，この「う

つのみやシンフォニー」を事業者とし，市と各構成員が長期間にわたり安定的かつ円滑に事業を

実施するため，各構成員の役割や事業の実施時期など，地区整備を実施するに当たって必要とな

る事項を定める事業契約を締結したところであります。 

・ こうしたことから，平成３１（２０１９）年１月からコンベンション施設など立地施設の基本

設計を開始するとともに，平成３１（２０１９）年度には，事業用定期借地契約など各種契約の

締結や立地施設の工事に着手するほか，ＭＩＣＥを積極的に誘致するため，コンベンション施設

の積極的なＰＲや誘致活動等に取り組むなど，平成３４（２０２２）年８月の供用開始に向け，

「うつのみやシンフォニー」と共に，着実に事業を推進してまいります。 

・ また，「うつのみやシンフォニー」におきまして，広域的なイベント開催などを目的に，エリ

アマネジメント協議会の設立を検討しておりますことから，こうした検討の中で，ＭＩＣＥ主催

者となる工業団地立地企業や大学，宇都宮観光コンベンション協会などとの産学官連携や当地区

周辺の施設等との連携など，ＭＩＣＥ開催による効果を波及させるための方策等につきましても

検討してまいります。 
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１－２．ＪＲ宇都宮駅西口基本計画 

ＪＲ宇都宮駅西口は本市の玄関口として重要であることから、基本計画の策定にあたっては次の事

項に留意すること。 

１）【都市機能の強化】 

民間事業者の動向を注視し、都市機能の充実と賑わいの創出を図ること。 

２）【動線の整理】 

エリア全体での車道・歩道・自転車道等の動線整理やバスバースの再編に合わせ、ペデストリ

アンデッキの延伸や歩道へのアーケード設置等、安全性・快適性・回遊性の機能向上を図ると

ともに、来訪者にわかりやすいバスロケーションシステムを含めた各種案内表示の機能向上を

図ること。 

３）【円滑な車両交通の確保】 

慢性的な渋滞発生地区であることから、車両の円滑な交通ルートを確保するとともに、中心市

街地全体での駐車場位置情報システムの高度化（ＶＩＣＳ・携帯情報等）に取り組むこと。 

４）【ユニバーサルデザイン】 

ユニバーサルデザインによる都市整備及び、外国人や障がい者の動線に配慮した交通結節点と

すること。 

５）【都市緑化】 

県都の顔として魅力ある都市空間を形成するため、駅前の都市緑化や統一的な景観形成に取

り組むこと。 

また、駅前が憩いの空間であることは都市の品格を高める重要な要素であるため、木陰やベン

チの設置など潤いのある空間形成に努めること。 

６）【公共サインの多言語整備】 

増加する外国人来訪者に配慮した、駅周辺公共サインの多言語化や公衆無線ＬＡＮの整備に

取り組むこと。 

所管課：市街地整備課，技術監理課，保健福祉総務課，都市計画課，交通政策課，国際交流プラザ 



 

平成３１年度 市民連合予算化要望 

 

 72 

【回答】 

・ ＪＲ宇都宮駅西口周辺地区につきましては，交通結節機能の強化や賑わいと魅力ある駅周辺の

まちづくりを実現するため，駅前広場の再整備や，市街地再開発事業など周辺土地利用について

一体的に検討を行いながら，「整備基本計画」の策定に向けて取り組んでおります。 

・ この「整備基本計画」の策定に当たりましては，交通の円滑化と各交通手段間の乗り換え利便

性の向上を図るため，ＬＲＴの導入を見据え，バス，タクシー，自動車，歩行者等の多様な利用

者が共存できる安全で快適な交通空間の形成や，ユニバーサルデザインの考え方を取り入れた，

障がい者や外国人など誰もが使いやすく分かりやすい駅前広場の整備・改善を検討するととも

に，市街地再開発事業など周辺のまちづくりと連携しながら，緑で彩られた潤いのある空間の創

出や，統一感のある街並みの形成など，風格と魅力のある都市景観の具現化に向け，整備基本計

画の策定に取り組んでまいります。 

・ また，駅周辺環境の向上につきましては，平成２７（２０１５）年度に駅舎内等に公衆無線Ｌ

ＡＮを設置し，平成２９（２０１８）年度には関東自動車株式会社により駅西口にバスロケーシ

ョンシステムの接近表示機が設置されたところであり，平成３１（２０１９）年度についても引

き続き，接近表示機の機能拡充への支援を行っていくほか，整備基本計画を策定する中でも，各

種案内表示の機能向上や，利便性の高い交通環境の形成が図られるよう，取り組んでまいります。 

２ 快適な住環境と自然豊かな都市環境の創出 

２－１．ネットワーク型コンパクトシティの形成 

１）【立地適正化計画】 

都市機能誘導区域や居住誘導区域に対する誘導施策効果を定期的に検証しながら効果的・効率的な

都市拠点・地域拠点の形成を行うこと。 

また、今年度中に取りまとめる居住誘導区域の設定や全体計画の策定を契機にまちづくりに対する

市民意識の醸成を行い土地利用の適正化を推進すること。 

所管課：市街地整備課，都市計画課 

【回答】 

・ 都市拠点や地域拠点の形成に当たりましては，市民や事業者の理解と協力が欠かせないことか

ら，ネットワーク型コンパクトシティのまちづくりや，都市機能や居住に係る補助制度などにつ

いて，地区別説明会や関係団体等への周知活動を行ってきたところであります。 

・ 平成３１（２０１９）年度につきましては，生活利便施設の集積状況や人口密度の維持・向上

などの効果を把握するともに，定期的にその分析・評価を行いながら，効果的・効率的な拠点形

成に向けて取り組んでまいります。 

・ また，広報紙やホームページ，出前講座などを通して，引き続き，広く市民意識の醸成を図り

ながら，「立地適正化計画」の推進による土地利用の適正化に取り組んでまいります。 
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２）【市街化調整区域における新たな土地利用方針】【重点項目】 

郊外部の地域拠点形成にあたっては、農業集落等の維持に配慮の上、市民が身近な場所で快適な日

常生活が送れるよう、交通・買い物・医療・介護・子育て等の社会的な課題に対応しうる計画とす

ること。 

また、拠点誘導や必要施設の状況を定期的に検証する仕組みを策定し、拠点形成の変化を市民と共

有しながら対策を進めること。 

所管課：都市計画課，市街地整備課 

【回答】 

・ 市街化調整区域につきましては，住み慣れた場所で安心して暮らし続けることができるよう，

平成３０（２０１８）年４月から，集落地域の核となる地域拠点の生活利便性の向上や，地域内

交通等による拠点へのアクセス性の維持・向上，地域拠点や小学校周辺における地区計画制度を

活用した居住の誘導等のまちづくりに取り組んでいるところであります。 

・ 今後も，引き続き，地域との意見交換を重ねるとともに，地域拠点の生活利便施設の立地状況

や開発許可基準の運用状況等を定期的に把握しながら，地域拠点形成に向けて，取り組んでまい

ります。 
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３）【拠点間ネットワークの整備】 

拠点間ネットワークの構築に当たっては、機能的かつ持続可能なネットワークとなるよう、バスネ

ットワークの再構築を含めた総合的な交通ネットワークの全体像を明確に示すこと。 

また、公共交通全般の利用者負担軽減を図るため、上限運賃の設定や乗り継ぎ割引、高齢者や障が

い者、免許返納者等への支援策等を早急にまとめ市民との共有を図ること。 

所管課：交通政策課，高齢福祉課，障がい福祉課，生活安心課 

【回答】 

・ 公共交通ネットワークの全体像につきましては，本市交通の全体計画として，平成２１ 

（２００９）年度に策定いたしました「宇都宮都市交通戦略」を平成３０（２０１８）年度中の

計画改定に向けて取り組んでいるところであり，その改定に当たりましては，駅東側のＬＲＴ整

備の具体化や駅西側への延伸の検討などの進捗を踏まえ，新たな将来の公共交通ネットワークの

全体像を明らかにしてまいります。 

・ 平成３１（２０１９）年度につきましては，新たな「宇都宮都市交通戦略」にお示しするネッ

トワークの全体像を踏まえ，ＪＲ宇都宮駅東側の公共交通について，バスの運行本数や収支計画

を明らかにした「地域公共交通再編実施計画」の平成３２（２０２０）年度中の取りまとめを目

指し，バスの運行本数等の具体化に取り組んでまいりますとともに，ＪＲ宇都宮駅西側について

は，ＬＲＴの延伸区間の検討状況を踏まえながら，駅西側の公共交通ネットワークイメージの具

体化に向け，交通事業者と協議を行ってまいります。 

・ 公共交通全般の利用負担軽減につきましては，高齢者や障がい者，免許返納者などを含むすべ

ての市民が安心・安全に移動できる交通環境を構築するため，平成３１（２０１９）年度におき

ましても，引き続き，上限運賃制度や乗り継ぎ割引等の運賃負担軽減策について，交通事業者と

共に検討を進め，バス事業者が目指す平成３３（２０２１）年春の交通ＩＣカードの導入と併せ，

サービスの展開が可能となるよう具体化を図ってまいります。 

４）【都市拠点の形成】 

都市拠点及び地域拠点の構築に当たっては、地域特性を考慮し効果的な誘導施策を講じること。ま

た、各拠点地域の構築に当たっては、地域住民とイメージの共有を図りながら推進すること。 

所管課：市街地整備課，都市計画課 

【回答】 

・ 都市拠点・地域拠点の形成に向けましては，各拠点における，生活利便施設の集積状況や居住

の動向等を把握しながら，引き続き，地域特性に応じた誘導施策について検討してまいります。 

・ また，引き続き，「立地適正化計画」や「市街化調整区域の整備及び保全の方針」に基づく，

まちづくりの考え方等につきましては，広報紙やホームページ等を通して周知活動を行うととも

に，出前講座等あらゆる機会を通して地域住民とまちづくりのイメージ等の共有を図りながら，

その実現に取り組んでまいります。 
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２－２．宇都宮市まち・ひと・しごと創生総合戦略、宇都宮市人口ビジョンの推進 

東京一極集中の歯止めや、若い世代の就労・結婚・子育ての希望の実現等による地方への人の流れ

を推進することが求められており、首都圏域に位置し北関東最大都市である本市の役割は極めて重

要であることから、下記の事項に積極的に取り組むこと。 

１）【都市ＰＲの強化】 

東京圏域からの人口流入を最大限に取り込むため、居住・定住促進に資するブランディングの磨き

上げや都市ＰＲの強化及び、優良な居住環境の整備・支援等、必要な施策を官民共同で強力に推進

すること。 

所管課：政策審議室，住宅課，広報広聴課 

【回答】 

・ 都市ＰＲの強化につきましては，民間調査において高い評価を受けている住環境や子育て環境

のほか，東京圏との近接性，都会的な暮らしや自然豊かな暮らしを選択できる事などの本市の魅

力を磨き上げ，居住意欲を高める情報について効果的に発信するＰＲ手法を検討・実施するとと

もに，優良な居住環境の整備・支援等につきましては，「ようこそ宇都宮へ！フレッシュマン・

若年夫婦・子育て世帯等家賃補助制度」や「ようこそ宇都宮へ！マイホーム取得補助制度」など

の充実強化について検討を進め，人口流入につながる施策を推進してまいります。 

・ 平成３１（２０１９）年度におきましても，引き続き，官民連携の視点を持ちながら，上記の

取組を推進し，持続的な発展が可能な都市の実現を目指してまいります。 

２）【魅力的な働く場の確保】 

移住・定住を促進するためには魅力的な働き先の確保が欠かせないことから、産業政策を積極的に

行い雇用の創出・維持に全力で取り組むこと。 

また、本年度より実施されている本社機能の誘致や女性の雇用推進施策 

に当たっては、市場動向等を注視し、駅東口地区整備事業を活用した誘致の強化に取り組むこと。 

所管課：産業政策課，商工振興課，駅東口整備室 

【回答】 

・ 魅力的な働く場の確保につきましては，平成３１（２０１９）年度についても，引き続き，「企

業立地補助金」や「企業定着促進拡大再投資補助金」により，新たな企業の立地や市内企業の拡

大・定着を図るとともに，「本社機能移転支援制度」による事務所等の本社機能の移転支援や，

さらに，平成３０（２０１８）年度に創設した「オフィス企業立地支援補助金」，「空きオフィス

バンク」を通して，女性のニーズが高い事務職の雇用を創出する様々な業種の企業の立地を推進

してまいります。 

・ また，本社機能の誘致や女性の雇用推進施策につきましては，「オフィス企業立地支援補助金」

において，宇都宮駅東口地区整備事業の区域を含めた「都市機能誘導区域」を，重点的に支援す

る仕組みとしているところであります。 

・ さらに，再就職を目指す女性に対しましては，「就職マッチング事業」を実施することで，円

滑な再就職を支援しているところであり，平成３１（２０１９）年度におきましては，より多く

の求職者を就職に結びつけ，定着できるよう，この事業の中で新たに，希望職種の視野を広げて

もらうための合同説明会の開催や，就職後のキャリアカウンセリングなどの実施について検討し

てまいります。 
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３）【ＵＪＩターン促進】 

ＵＪＩターンや、高校・大学等との連携による地元就職を促進するとともに、若者の正規雇用を推

進するなど、若者が地元で安定して働き生活できるよう施策の充実・強化を図ること。 

所管課：商工振興課  

【回答】 

・ ＵＪＩターンを含む地元就職の促進につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，

引き続き，大学生等を対象にした「ＵＪＩターン就職ガイド」による意識啓発や，県外大学生等

の市内企業でのインターンシップ促進，ハローワーク・県等の関係機関と連携し，「高等学校等

と企業との人材情報交換会」の開催などに取り組むとともに，さらに，平成３０（２０１８）年

度に試行的に実施した，大学などに進学する市内高校生を対象とした，市内企業の魅力の理解促

進を図る事業の拡大について検討してまいります。 

・ 若者の正規雇用の推進につきましては，引き続き，就職が困難な若者等を正規労働者として雇

用した場合に事業主に対して，奨励金を支給する「就職困難者雇用奨励金制度」による雇用の促

進，さらには，本奨励金や国の非正規労働者の正社員転換・待遇改善関係等の助成金の利用促進

を図るため，「人材確保・定着促進のための事業所向けセミナー」を開催するなど，積極的な雇

用の正規化を促進してまいります。 

３ 誰もが快適に移動できる総合的な交通ネットワークの構築 

３－１．公共交通ネットワーク 

１）【ネットワークの全体像の提示】 

公共交通ネットワークの全体像と具体案を早急に示すこと。 

また、ネットワークを構築する際には、鉄道・バス・タクシー・地域内交通との相互連携を確実に

行うため、事業者の意見を十分に反映させること。 

所管課：交通政策課 

【回答】 

・ 公共交通ネットワークの全体像につきましては，本市交通の全体計画として，平成２１ 

（２００９）年度に策定いたしました「宇都宮都市交通戦略」を平成３０（２０１８）年度中の

計画改定に向けて取り組んでいるところであり，その改定に当たりましては，駅東側のＬＲＴ整

備の具体化や駅西側への延伸の検討などの進捗を踏まえ，新たな将来の公共交通ネットワークの

全体像を明らかにしてまいります。 

・ 平成３１（２０１９）年度につきましては，新たな「宇都宮都市交通戦略」にお示しするネッ

トワークの全体像を踏まえ，ＪＲ宇都宮駅東側の公共交通について，バスの運行本数や収支計画

を明らかにした「地域公共交通再編実施計画」の平成３２（２０２０）年度中の取りまとめを目

指し，バスの運行本数等の具体化に取り組んでまいりますとともに，ＪＲ宇都宮駅西側について

は，ＬＲＴの延伸区間の検討状況を踏まえながら，駅西側の公共交通ネットワークイメージの具

体化に向け，交通事業者と協議を行ってまいります。 

・ また，これらの検討に当たりましては，学識経験者や交通事業者等で構成する「宇都宮都市交

通戦略推進懇談会」や「バスネットワーク再編・利便化に関する連絡調整会」，「宇都宮市地域公

共交通会議」などの組織を活用し，鉄道・バス・タクシー・地域内交通等の連携確保についても，

交通事業者や関係機関等と十分に協議・調整を行いながら，具体的な検討を進めてまいります。 
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２）【公共交通利用料金の最適化】 

公共交通の利用を促進するためには、利用しやすい料金設定が必要であるため、市内移動の価格上

限設定や乗り継ぎ時の費用負担低減などに取り組み、利用料金をできる限り押さえる仕組みを検討

すること。 

また、現在縦割りである高齢者外出支援制度や障がい者外出支援制度等を統合し、交通弱者利用の

総合的な割引運賃制度を検討すること。 

所管課：交通政策課，高齢福祉課，障がい福祉課 

【回答】 

・ 公共交通の利用促進につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，上限

運賃制度や乗り継ぎ割引等の運賃負担軽減策につきまして，交通事業者と共に検討を進め，バス

事業者が目指す平成３３（２０２１）年春の交通ＩＣカードの導入と併せ，サービスの展開が可

能となるよう具体化を図ってまいります。 

・ 交通弱者利用の割引運賃制度につきまして，高齢者外出支援事業については，外出することに

消極的になる高齢者を対象に社会参加の促進と生きがいづくりの推進を目的として実施してお

り，精神障がい者交通費助成事業については，精神障がい者保健福祉手帳をお持ちの方を対象に

自立及び社会復帰の促進を目的としており，対象者，目的などが異なっていることから，平成 

３１（２０１９）年度においても，引き続き，それぞれの事業を実施するとともに，目的に応じ

た事業の充実を図り，交通弱者の支援に努めてまいります。 

３）【モビリティ・マネジメントの推進】 

公共交通の利用促進策（モビリティマネジメント）を全市的に行うとともに、増加する高齢者の運

転免許証返納などに対する支援事業等、多様な移動ニーズに対応できる社会を構築すること。 

所管課：交通政策課，生活安心課，高齢福祉課 

【回答】 

・ 公共交通の利用促進策につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，バ

スマップの配布や市広報紙を活用した公共交通に関する情報発信など様々な機会を捉えてモビ

リティ・マネジメント施策を推進するとともに，高齢者を始めとした自動車の運転に不安を覚え

る人が運転免許証の自主返納をしやすくするため，ＬＲＴの整備やバス路線の再編などの公共交

通ネットワークの構築やバスの上限運賃制度の検討などを交通事業者と連携しながら推進し，全

市的な公共交通の利用促進と多様な移動ニーズに対応できる交通環境の整備に取り組んでまい

ります。 
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４）【公共交通機関の連続性の確保】 

新幹線最終運行便より既存鉄道・バス・自転車への乗り換えができるよう関係機関との調整を引き

続き行い、モビリティの連続性を充実・確保させること。 

所管課：交通政策課，道路保全課 

【回答】 

・ 新幹線最終列車からの乗り換えのうち，在来線につきましては，最終列車の発車時間の繰り下

げをＪＲ東日本に要望しているところであり，利用状況を注視していくとの見解が示されている

ところであります。バス路線につきましては，新幹線最終列車の到着時刻に合わせて「駒生営業

所行き」，「細谷車庫行き」，「西川田東行き」の３路線で深夜バスが運行されております。また，

自転車への乗り換えにつきましても，駅前の市営宇都宮駅西口，東口第１，東口第２駐輪場にお

いて，新幹線の最終列車を利用してからでも自転車が利用できるよう，午前０時まで営業してお

ります。 

・ 平成３１（２０１９）年度におきましても，在来線の最終列車の発車時間の繰り下げについて，

引き続き，ＪＲ東日本に働き掛けてまいりますとともに，深夜バスの拡充につきましても，バス

路線再編の中で検討してまいります。 

 

５）【ＩＣカードの活用】 

ＩＣカードの導入においては、市内全ての公共交通機関や市営駐車場・駐輪場等で利用ができるよ

う、乗り継ぎ割引等も含めカード利用の連続性を確保するとともに、民間事業者に対する導入支援

策を講ずること。 

また、バスへの先行導入にあたりバスカードからの円滑な移行が行えるよう必要な支援を充実させ

ること。 

所管課：交通政策課  

【回答】 

・ 交通ＩＣカードにつきましては，現在，交通事業者等と共にＬＲＴやバス等で共通に利用でき

るシステムを目指しており，パークアンドライド用駐車場などとの連携の可能性についても検討

を進めているところでありますことから，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，カ

ード利用の連続性を確保できるよう，交通事業者や関係機関と協議・調整を行いながら，交通事

業者の行うシステム開発や設備整備に対する支援を行ってまいります。 

・ また，交通ＩＣカードの導入に当たってのバスカードからの円滑な移行につきましては，バス

カードとＩＣカードの併用期間を十分に設けた上で，現在のバスの乗降方法である前乗り前降り

から，車両の中扉を活用した中乗り前降りへの変更も含め，市民への周知が徹底できるよう，バ

ス事業者と連携しながら取り組んでまいります。 
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６）【北海道新幹線の活用】 

北海道新幹線沿線地域との経済連携を強力に推進するとともに、引き続き北海道新幹線の宇都宮駅

停車に向けて関係機関に対する働きかけを行うこと。 

所管課：産業政策課，観光交流課，交通政策課 

【回答】 

・ 北海道新幹線沿線地域との経済連携につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，

引き続き，新幹線「はやぶさ」の停車駅の沿線都市等と連携し，交流人口の拡大や経済連携に向

けた取組を進めるとともに，ＪＲ東日本とともに北海道新幹線開業後の利用状況などを検証しな

がら，新幹線「はやぶさ」の宇都宮駅停車の実現可能性について協議してまいります。 

 

３－２．次世代型路面電車ＬＲＴ整備 

ＬＲＴの整備に当たっては多くの懸念も考えられることから、慎重な対応を求めるため下記の取り

組みを早急に実施すること。 

１）【全体計画の提示】 

西側を含めた全体計画を早急に提示し、全体事業費や事業リスク、整備効果等を明確に示すこと。 

また、ＬＲＴ整備と関連して発生する都市整備の事業費等を明確にし、説明責任を果たすこと。 

所管課：ＬＲＴ企画課，ＬＲＴ整備課 

【回答】 

・ ＪＲ宇都宮駅西側のＬＲＴ整備に向けましては，平成３０（２０１８）年度において，駅西側

区間につきまして，一定の条件設定のもと，概算事業費などを含む概略的な整備の概要を取りま

とめるとともに，駅交差区間につきましては，駅東口停留場を地上に設置し，駅ビル商業施設の

北側を通るルートを最適な横断ルートとし，公表したところであります。 

・ 平成３１（２０１９）年度におきましては，駅交差区間を含めた駅西側につきまして，道路管

理者等の関係機関との協議や，地元商店街や地域住民との意見交換，有識者からの意見聴取を継

続しながら，今後の特許申請に向けて，事業内容を具体化する事業化計画を作成する予定であり，

その中で駅東側も含めて全体計画を取りまとめ，お示ししてまいります。 

・ ＪＲ宇都宮駅西口駅前広場再整備などのＬＲＴ事業と関連する事業費等につきましては，それ

ぞれの事業において具体的な検討を進める中でお示ししてまいります。 
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２）【世論の適切な把握】【重点項目】 

事業の推進にあたっては市民の合意を必ず得ること。 

そのために、定量的・定期的に民意を把握する「世論調査」等でＬＲＴや公共交通ネットワークに

関する市民意識の把握を行い政策に反映すること。 

所管課：ＬＲＴ企画課，交通政策課 

【回答】 

・ 市民の皆様に対しましては，本市の将来を見据えたまちづくりや，ＬＲＴを中心とした公共交

通ネットワークについて，正確かつ最新の情報を提供するとともに，双方向での取り組みが最も

有効であると考えておりますことから，「オープンスクエア」の運営や各種説明会等を実施して

きたところであります。 

・ これらの取組を通じまして，市民の皆様からは，交通ＩＣカードの導入予定や，高齢者等の割

引サービスの有無などＬＲＴの利用を想定したご質問や「早く乗ってみたい」，「子どもの通学に

利用させたい」などＬＲＴ開業を期待する声等が多く寄せられており，「オープンスクエア」に

も，多数の方々に足を運んでいただくなど，ＬＲＴの推進につきまして，多くの市民の皆様にご

理解をいただいているものと認識しております。 

・ 平成３１（２０１９）年度におきましては，ＪＲ宇都宮駅西側における移動型オープンハウス

の実施に加えて，様々な媒体を活用し，あらゆる機会を捉えながら，正確かつ最新の情報を切れ

目なく発信し続けるとともに，市民の皆様と膝を交えた双方向での意見交換を行いながら， 

ＬＲＴを中心とした公共交通ネットワークの構築に取り組んでまいります。 

 

３）【平石地区ルートの慎重な対応】 

地域住民の同意に慎重な対応が必要である平石地区の導入ルートについては、地域との話し合いを

真摯に進めるとともに、地域の同意が取れるまで当該区間の着工は行わないこと。 

所管課：ＬＲＴ企画課，ＬＲＴ整備課 

【回答】 

・ 平石地区におけるＬＲＴの整備につきましては，これまで，連合自治会や沿線の自治会，地権

者，平石中央小学校のＰＴＡの皆様方などに対しまして，広く整備計画等についてご説明し，ご

意見を伺いながら，取り組んできたところであります。 

・ 平成３０（２０１８）年度におきましては，地域や地権者のご理解とご協力をいただきながら

用地測量等に取り組んでいるところであり，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，

丁寧な説明に努め，安全，安心なＬＲＴの整備に取り組んでまいります。 
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４）【地権者への丁寧な対応】 

事業の実施には地権者の合意が不可欠であることから、丁寧かつ地権者に寄り添った説明と機能保

証を適正に行うこと。 

所管課：建設用地室，ＬＲＴ整備課 

【回答】 

・ 地権者への説明につきましては，これまで，個別説明会や個別訪問，各地区における用地説明

会を実施し，用地測量等の調査を開始したところであり，現在は，用地測量等の結果が整った地

権者の方々から契約を進めているところであります。 

・ 引き続き，国の補償基準により適正な補償を行うとともに，その内容や手続きについてわかり

やすく丁寧な説明を行い，地権者の皆様の持つ不安や疑問に真摯に向き合い，事業にご理解・ご

協力を頂けるよう取り組んでまいります。 

３－３．バスネットワークの再編 

バスネットワークの再編にあたっては、本市の目指す公共交通ネットワークの重要な役割を担うこ

とから、以下の施策に取り組むこと。 

１）【連接ポイントの明示】 

バス網の再編においては、各公共交通との連接ポイントを政策として明示し、持続性・利便性確保

の観点から地域要望や事業者の収益性を十分に考慮のうえ進めること。 

所管課：交通政策課 

【回答】 

・ バス路線につきましては，更なる充実に向け，ＬＲＴの導入と合わせたＪＲ宇都宮駅東側の「地

域公共交通再編実施計画」素案の作成やＪＲ宇都宮駅西側の「再編イメージ」の具体化に取り組

んでいるところであり，ＬＲＴやバス，地域内交通等の連接ポイントとなるトランジットセンタ

ーにつきましては，「芳賀・宇都宮東部地域公共交通網形成計画」において，また，バスと地域

内交通の乗り継ぎポイントにつきましては，「ＪＲ宇都宮駅西側におけるＬＲＴ導入後の将来の

公共交通ネットワークイメージ」において明らかにしたところであります。 

・ 平成３１（２０１９）年度につきましては，ＪＲ宇都宮駅東側における「地域公共交通再編実

施計画」の平成３２（２０２０）年度中の取りまとめを目指し，バスの運行本数等の具体化に取

り組んでまいりますとともに，ＪＲ宇都宮駅西側のＬＲＴの延伸区間の検討状況を踏まえ，引き

続き，交通事業者等と協議を行い，駅西側のバス路線再編素案を作成するなど，バス路線再編の

具体化に向けた検討を進めてまいります。 
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２）【バスロケーションシステムの整備】 

市に来訪された方にもわかりやすいバスロケーションシステムを構築するため、検索アプリや乗換

え情報等の機能拡充など対策の強化を行うこと。 

所管課：交通政策課 

【回答】 

・ 本市におきましては，国や県，バス事業者と連携を図りながら，バス事業者が行う，バスロケ

ーションシステムの導入に対する支援を行うなど，公共交通利用者の利便性向上に取り組んでい

るところであり，そのような中，バス事業者におきましては，バスロケーションシステムを活用

し，バス停におけるバス接近表示機の設置のほか，モバイル端末にも対応した，バスの運行状況

や経路，時刻表，最寄りのバス停などを確認できるサービスについても展開しているところであ

ります。 

・ 平成３１（２０１９）年度につきましては，バス事業者において，バスロケーションシステム

を拡充する予定がありますことから，引き続き，支援をしてまいります。 

 

３）【停留所の整備】 

停留所の雨よけや駐輪場等、利用環境の整備に継続して取り組むこと。 

また、他交通との結節点となる主要な停留所においては、トランジットセンターとしての機能を充

実させること。 

所管課：交通政策課 

【回答】 

・ 平成３１（２０１９）年度につきましては，バス事業者等において，主要なバス停における上

屋やバス停周辺の駐輪場の整備を行う予定がありますことから，引き続き，支援をしてまいりま

す。 

・ また，バスと地域内交通との乗り継ぎポイントとなるバス停へのバス接近表示機の設置に対す

る支援を行うなど，今後もバス事業者等と共に，引き続き，乗り継ぎ利便性の向上に取り組んで

まいります。 
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３－４．地域内交通 

地域内交通においては、交通弱者等の面的なモビリティとして重要な位置付けを担うため、下記の

施策に取り組むこと。 

１）【地域ニーズの反映】 

既存鉄道・バス等の公共交通や地域内交通同士の乗り継ぎ並びに、主要な生活拠点への地域間乗り

入れについては、地域ニーズを十分に反映し、実情に応じた運行となるよう運営組織の支援を行う

こと。 

所管課：交通政策課 

【回答】 

・ 地域内交通につきましては，地域のニーズを踏まえながら，原則として地域内の施設を目的と

して設定するとともに，地域外への移動需要に対しましては，鉄道やバスに乗り継いでいただく

前提でありますことから，鉄道駅やバス停等を目的施設として設定しているところであります

が，地域内に目的施設が少ない場合等は，既存公共交通に配慮しながら，生活圏を踏まえて隣接

地域にも目的施設を設定するなど，地域の実情に応じた運行を行っているところであります。 

・ 平成３１（２０１９）年度におきましても，引き続き，地域ニーズや利用実態を踏まえた目的

施設の見直しなど，地域の実情に応じた運営組織の支援を行ってまいります。 

 

２）【地域負担金の軽減】 

持続可能な運営が欠かせないため、運営組織の経営支援を強化し、地域負担金の軽減を図ること。 

所管課：交通政策課 

【回答】 

・ 地域の取組に対する市の財政的な支援につきましては，運行経費に対する補助に加え，地域運

営組織の事務費や人件費などの運営経費に対し補助するとともに，持続可能な運行や地域の負担

軽減に向け，利用促進策や効率的な運行に向けた運行計画の見直しなどの取組を支援していると

ころであり，平成３１（２０１９）年度におきましても，引き続き，地域の負担軽減につながる

よう，運営組織の経営支援に取り組んでまいります。 
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３）【市街地の交通弱者対策強化】 

地域内交通の導入が計画されていない市街地部の交通弱者対策を充実させること。 

特にデマンド型地域内交通のニーズも高いことから複数の自治組織での共同運営等に対する運行

の検討や、交通事業者と調整を行い必要な交通の確保に努めること。 

所管課：交通政策課 

【回答】 

・ 市街地部におきましては，現在，生活交通確保の考え方に基づき，具体的な検討を進めている

石井地区を始め，峰地区，陽東地区，明保地区，細谷・上戸祭地区などにおいて，地域の意向を

踏まえながら，地域の移動実態の把握を含めた勉強会の開催や，住民アンケート調査の実施，運

行ルートの検討など，地域と一体となって取り組んでいるところであり，平成３１（２０１９）

年度におきましては，これらの取組を積極的に支援するとともに，その中で，隣接地区との連携

により効果的・効率的な運行が期待できる場合には，既存公共交通との役割分担を踏まえつつ，

地区間のつながりや生活圏などを十分に考慮しながら，隣接地区との共同運行についても柔軟に

対応してまいります。 

３－５．幹線道路整備 

１）【渋滞対策の推進】 

テクノポリス周辺地区の慢性的な渋滞を解消するため、宇都宮テクノ街道（２号橋）の４車線化、

常総・宇都宮東部連絡道路宇都宮高根沢バイパスの早急な整備を、国や県など関連機関と連携のも

と推進すること。 

所管課：技術監理課 

【回答】 

・ テクノポリス周辺地区の道路整備につきましては，現在，県において，宇都宮テクノ街道や常

総・宇都宮東部連絡道路宇都宮高根沢バイパスの整備に取り組んでおり，平成３１（２０１９）

年度には，本市区間において，全線２車線で供用が開始される予定であります。 

・ 平成３１（２０１９）年度におきましても，引き続き，関係市町とともに，県に対しまして，

両路線の早期完成を要望してまいります。 
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２）【産業通りの整備】 

土地区画整理事業が着実に進展していることから、産業通りの早期４車線化（歩道、自転車専用レ

ーンの整備も含む）を目指し、国道１２３号線・鬼怒通り交差部の立体交差化等を含め、計画的な

整備を実施すること。 

所管課：道路建設課  

【回答】 

・ 産業通りの４車線化につきましては，国道１２３号との交差点部において，これまで交通量推

計等の検証や交通管理者との協議により，平面交差での交通処理が可能であると判断しましたこ

とから，歩道や自転車専用通行帯の整備と併せ，交差点改良を実施する計画であります。 

・ 平成３１（２０１９）年度につきましては，地元説明会や地権者への戸別訪問等により，丁寧

な説明を行い，地域の皆様のご理解とご協力をいただきながら，用地取得に取り組み，今後も，

土地区画整理事業と連携を図りながら，円滑な道路交通が確保できるよう，国道１２３号との交

差点部の整備を優先して進めてまいります。 

 

３）【都市計画道路】 

都市計画道路の未着手区間については、計画の見直しも含め事業の見える化を図ること。 

所管課：都市計画課 

【回答】 

・ 都市計画道路の未着手区間につきましては，都市の骨格を形成する３環状１２放射道路等につ

いて，路線の優先化・重点化を図りながら，計画的に整備を進めているところであり，その整備

にあたりましては，道路交通環境や社会経済環境の変化等を踏まえた幅員等の見直しについても

検討し，計画的に取り組んでまいります。 

 

４）【道路の維持修繕】 

劣化による道路破損等に対する対策が必要であるため、予防保全の取り組みを進めるとともに、予

防保全と破損修繕に必要な予算を増額し、近年増加する傾向にある道路管理瑕疵による事故の防止

策を早急に講じること。 

所管課：道路保全課 

【回答】 

・ 道路の維持修繕につきましては，道路舗装の長寿命化によるライフサイクルコストの縮減と，

修繕費の平準化を図るため，平成３０（２０１８）年度に「宇都宮市道路舗装修繕計画」を策定

し，従来の「事後保全型」に加え，「予防保全型」の取り組みを進めることとしました。 

・ 平成３１（２０１９）年度につきましては，競輪場通りや産業通りなどにおいて，「予防保全

型」の舗装修繕を進めるとともに，道路パトロールなどによる損傷箇所の早期発見，早期修繕を

行うことで道路管理瑕疵による事故の防止を図り，安全・安心な道路通行の確保に努めてまいり

ます。 



 

平成３１年度 市民連合予算化要望 

 

 86 

３－６．自転車のまちの推進 

１）【自転車法令の遵守】 

道路交通法の遵守に向けて、市民への広報・啓発活動の充実を図ること。特に、自転車事故の割合

が増加している高齢者や中高生に対する交通安全教育・指導の充実に継続して取り組むとともに、

安全運転義務違反に該当する携帯電話やヘッドフォンで音楽を聴く等の「ながら」行為（歩行者も

含む）への指導強化を図ること。 

所管課：生活安心課 

【回答】 

・ 自転車法令の遵守につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，市内全

域で整備が進んでいる自転車走行空間の種類や通行方法などの理解促進に向け，警察や地域等と

連携しながら啓発を行うなど，自転車の安全利用に係る取組の充実を図ってまいります。 

・ また，携帯電話等の「ながら」行為につきましても，引き続き，広報紙や啓発チラシなどを通

して，その危険性等について周知するほか，警察や学校，地域と連携し，直接，自転車利用者に

交通ルール遵守やマナー向上を呼びかける街頭指導を実施してまいります。 

２）【ヘルメットの着用促進】 

自転車事故が全国的に増加する傾向にあることから、ヘルメットの着用や、任意保険の加入等の指

導効果に実効性を持たせるため、自転車に関する条例制定についても検討を行い、自転車のまち宇

都宮に相応しい市民の育成を図ること。 

また、ヘルメット着用指導の強化を行うとともに、購入助成制度の検討を行うこと。 

所管課：生活安心課 

【回答】 

・ 自転車条例の制定につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，国にお

ける自転車保険の義務化の取扱いに係る検討状況など，国の動向等について情報収集を行うとと

もに，「自転車のまち宇都宮」の推進に向け，自転車の安全利用のほか活用促進などの様々な観

点から，自転車条例制定の必要性について検討してまいります。 

・ ヘルメットの着用や任意保険の加入等につきましても，引き続き，自転車販売店と連携した周

知啓発や交通安全教室におけるヘルメットの着用指導など，ヘルメットの普及啓発や保険の加入

促進に取り組みながら，自転車利用者の安全確保に努めてまいります。 

３）【自転車走行空間の整備】 

自転車走行空間の整備は利用者の安全を第一に、道路空間の再配分も含め必要な幅員を確保する

等、計画的な整備を行うこと。 

所管課：道路建設課 

【回答】 

・ 自転車走行空間の整備につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，「自

転車のまち推進計画後期計画」に位置づけた自転車ネットワーク路線について，現況の道路幅員

や交通量などの道路状況に応じ，自転車専用通行帯や矢羽根型の路面表示などの整備手法を用い

て，自転車が安全で快適に利用できる走行空間の整備延伸に取り組んでまいります。 
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４）【サイクリングロードの整備】 

鬼怒川、田川、山田川、姿川のサイクリングロード整備を計画的に行うとともに、休憩施設や自転

車の駅の効果的な配置等、利用者の利便性を考慮した魅力的なサイクリングルートの整備を行うこ

と。 

また、サイクリングロード進入口にある安全柵が夜間に見えにくいため、反射板の設置や定期的な

除草等に取り組み安全な走行環境を確保すること。 

所管課：道路建設課，都市基盤保全センター 

【回答】 

・ サイクリングロード整備や魅力的なサイクリングルートの設定につきましては，平成３１ 

（２０１９）年度においても，引き続き，「自転車のまち推進計画後期計画」に基づき，国や県

の河川管理者と協議調整を図りながら計画的なサイクリングロードの整備に取り組むとともに，

市内外をつなぐ広域的なサイクリングルートの新たな設定やそのルート上に休憩施設となる自

転車の駅の増設など，魅力的なサイクリングルートの整備に取り組んでまいります。  

・ また，サイクリングロード進入口の安全対策につきましては，平成３１（２０１９）年度にお

いても，引き続き，反射テープ等による視認性の向上に取り組むとともに，除草につきましても，

河川管理者である国・県と協力しながら計画的に実施し，安全な走行環境の確保に努めてまいり

ます。 

５）【レンタサイクルの拡充】 

レンタサイクルの貸出・返却場所が市営駐輪場に限られていることから、市役所や市民センター等

の公共施設や、民間商業施設・観光地と連携した貸出・返却場所の拡充を図ること。 

また、中心市街地へのコミュニティサイクル導入を検討し、気軽に自転車の共同利用ができる仕組

みを拡充すること。 

所管課：道路建設課，道路保全課 

【回答】 

・ レンタサイクルにつきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，利用状況

や利用者のご意見を参考に，各駐輪場における設置台数の最適化などサービスの向上に努めると

ともに，貸出場所の増設の可能性を把握するため，商業施設などの事業者に対して，レンタサイ

クル事業への参画意向について調査してまいります。 

・ コミュニティサイクルにつきましては，システム開発事業者ごとの独自システムを使用して事

業展開していることや大手システム事業者の撤退など，市場の動向を見極める必要がありますこ

とから，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，本市に適したシステムや民間事業者

との役割分担などについて，十分に検証する必要があるため，先進自治体や民間事業者に対し，

利便性や費用面などの事業効果に関する情報収集を行ってまいります。 
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Ⅶ．行財政改革 

１ 財政運営 

人口減少による税収の減少が見込まれる中、限られた財源の中で効果的・効率的な予算編成を行う

ため、行財政改革を引き続き行い、大規模な建設事業が見込まれる中でも、市民生活に直結する予

算は着実に確保するとともに、基金の安易な取り崩しや市債発行の抑制を図る予算編成に努めるこ

と。また、将来的な財政の健全性を確保するため基金のより積極的な積み増しを図ること。 

所管課：財政課，行政改革課 

【回答】 

・ 市民生活に直結する予算の確保につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，事務

事業の継続的な改善や行政経営資源配分の最適化など，行財政改革の徹底に取り組みながら，安

全・安心な生活環境の整備など，必要な予算を確保してまいります。 

・ 基金の安易な取り崩しや市債発行の抑制を図る予算編成と将来的な財政の健全性を確保するた

めの基金の積み増しにつきましては，目標とする残高を見据えながら市債と基金を計画的かつ効

果的に活用するとともに，各種基金につきましては，決算剰余金や公有財産の貸付・処分により

生じた収益の活用などにより，その涵養に努めてまいります。 

 

２ 人材育成・執行体制 

複雑多様化・高度化する行政課題の解決を図るためには、各施策の実効性を高めなければならない

ことから、市職員の切れ目のない人材育成と、専門性の継承を継続的に行うとともに、技術職員の

計画的な確保などを確実に行い、民間の活用を図りながら、効率的・効果的な執行体制を構築する

こと。 

また、少子高齢社会において重要な役割を担う保健師等の計画的な増強を図ること。 

所管課：人事課 

【回答】 

・ 本市における人材育成につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，「人

材育成基本方針」に掲げた取組の柱である「人材育成」・「人事管理」・「職場環境」に基づき，計

画的・継続的に職員の能力の向上に取り組むとともに，専門研修の実施などにより専門性の継承

を図ってまいります。 

・ 執行体制の構築につきましては，平成３１（２０１９）年度においても，引き続き，技術職員

や保健師などの資格職員を含めた計画的な職員採用に取り組むとともに，民間が有するノウハウ

や専門性の活用が見込まれる業務の積極的な外部委託に取り組むなど，事務事業の見直しを図り

ながら，効果的・効率的な執行体制を整備してまいります。 

 


